
【参考資料】 

令和元年第３回奥州市議会定例会 

条例議案 新旧対照表 

議案第１号 奥州市会計年度任用職員の給与等に関する条例 

 奥州市一般職の職員の給与に関する条例 

 奥州市医療局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

議案第４号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 奥州市職員の分限の手続及び効果等に関する条例 

 奥州市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 

 奥州市公益的法人等への一般職の職員の派遣等に関する条例 

 奥州市特別職の職員の給与に関する条例 

 奥州市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

議案第５号 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例 

 奥州市職員の分限の手続及び効果等に関する条例 

 奥州市一般職の職員の給与に関する条例 

 奥州市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例 

 奥州市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

議案第６号 奥州市下水道事業に地方公営企業法の規定の全部を適用することに伴う関係条例の整備に関する条例 

 奥州市水道事業の設置等に関する条例 

 奥州市部設置条例 

 奥州市行政手続条例 

 奥州市情報公開条例 

 奥州市個人情報保護条例 

 奥州市特別会計条例 

 奥州市汚水処理施設条例 



 奥州市営浄化槽条例 

 奥州市公共下水道事業受益者負担に関する条例 

 奥州市公共下水道事業受益者分担金条例 

 奥州市下水道条例 

 奥州市農業集落排水施設条例 

 奥州市農業集落排水事業分担金条例 

 奥州市都市下水路条例 

 奥州市水道事業運営審議会条例 

 奥州市上下水道部企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

 奥州市自治基本条例 

議案第７号 子ども・子育て支援法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

 奥州市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担に関する条例 

 奥州市立教育・保育施設における特別保育の実施に関する条例 

 奥州市立幼保連携型認定こども園条例 

議案第８号 奥州市印鑑条例の一部改正について 

議案第９号 奥州市手数料条例の一部改正について 

議案第10号 奥州市立幼稚園条例等の一部改正について 

 奥州市立幼稚園条例 

 奥州市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

議案第11号 ヒロノ福祉パーク交流施設条例の一部改正について 

議案第12号 奥州市水道事業給水条例の一部改正について 

議案第13号 奥州市医師養成奨学資金貸付条例の一部改正について 

 



奥州市一般職の職員の給与に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

  （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24条第５項及び地

方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）附則第５項の規定により準用される地

方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条第４項の規定により、別に定めるものを除き、一般職の

職員（法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員及び第26条に規定する単純労務者を除く。以下

同条を除き「職員」という。）の給与に関し必要な事項並びに同条に規定する単純労務者の給与の種類

及び基準を定めるものとする。 

 

 （給料表等) 

第４条 略 

 

２ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づき、これを給料表に定める職務の級に分類するも

のとし、その分類の基準となるべき職務の内容は、級別基準職務表（別表第３）に定めるとおりとす

る。 

 

 

第24条 削除 

 

 

 

（単純労務者の給与の種類及び基準） 

第26条 単純な労務に雇用される職員（地方公営企業等の労働関係に関する法律附則第５項の規定により

同法（第17条を除く。）並びに地方公営企業法第38条及び第39条の規定が準用される職員（法第22条の

２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）の給与の種類は、第２条に規定する給与の種類（管理

職手当を除く。）とし、その給与の基準は、職務の性質及び責任を考慮して規則で定める。 

２ 略 

 

別表第１（第４条関係） 

 行政職給料表 

 表 略 

 備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24条第５項の規定

により、職員の給与に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

（給料表等） 

第４条 略 

２ 前項の給料表（以下「給料表」という。）は、第24条に規定する職員には適用しない。 

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づき、これを給料表に定める職務の級に分類するも

のとし、その分類の基準となるべき職務の内容は、級別基準職務表（別表第３）に定めるとおりとす

る。 

 

（非常勤職員等の給与） 

第24条 常勤を要しない職員（再任用短時間勤務職員を除く。）及び法第22条第５項に規定する臨時的任

用に係る職員については、任命権者は、常勤の職員の給与との権衡を考慮して、市長が定める基準に従

い、かつ、予算の範囲内で給与を支給する。 

 

（単純労務者の給与） 

第26条 法第57条に規定する単純な労務に雇用される職員の給与の種類は、第２条に規定する給与の種類

（管理職手当を除く。）とする。 

 

 

２ 略 

 

別表第１（第４条関係） 

 行政職給料表 

 表 略 

 備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。ただし、第24条に規定する職員

を除く。 

 

 



奥州市医療局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （給与の種類） 

第２条 奥州市医療局企業職員で常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28

条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料

及び手当とする。 

２・３ 略 

 

（再任用職員についての適用除外） 

第26条 第５条から第８条まで、第10条及び第20条の規定は、再任用職員（地方公務員法第28条の４第１

項、第28条の５第１項並びに第28条の６第１項及び第２項の規定により採用された職員をいう。）に

は、適用しない。 

 

 

 

 

（給与の種類） 

第２条 奥州市医療局企業職員の給与の種類は、給料及び手当とする。 

 

 

２・３ 略 

 

（再任用職員についての適用除外） 

第26条 第５条から第８条まで、第10条及び第20条の規定は、再任用職員（地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第28条の４第１項、第28条の５第１項並びに第28条の６第１項及び第２項の規定により採用

された職員をいう。）には、適用しない。 

 

 

 

 



奥州市職員の分限の手続及び効果等に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

  （休職の効果） 

第３条 略 

２～４ 略 

５ 法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項及び第２項の規定の適用については

、これらの規定中「３年」とあるのは、「法第22条の２第２項の規定に基づき任命権者が定める任期」

とする。 

 

 

 

 （休職の効果） 

第３条 略 

２～４ 略 

 

 

 



奥州市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

  （減給の効果） 

第３条 減給は、１日以上６月以下とし、この期間においては、給料の月額（法第22条の２第１項第１号

に掲げる職員にあっては、報酬（奥州市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年奥州市条例

第 号）第３条及び第５条の規定による報酬に限る。）の額）の10分の１以下を減じるものとする。 

 

 

 

（減給の効果） 

第３条 減給は、１日以上６月以下とし、この期間においては、給料の月額の10分の１以下を減じるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 



奥州市公益的法人等への一般職の職員の派遣等に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

  （職員の派遣） 

第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (1)・(2)略 

 (3) 地公法第22条に規定する条件付採用になっている職員 

 (4)・(5)略 

３ 略 

 

（法第10条第１項に規定する条例で定める職員） 

第10条 法第10条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (1)・(2)略 

 (3) 地公法第22条に規定する条件付採用になっている職員 

(4)・(5)略 

（職員の派遣） 

第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (1)・(2)略 

 (3) 地公法第22条第１項に規定する条件付採用になっている職員 

(4)・(5)略 

３ 略 

 

（法第10条第１項に規定する条例で定める職員） 

第10条 法第10条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (1)・(2)略 

 (3) 地公法第22条第１項に規定する条件付採用になっている職員 

(4)・(5)略 

 



奥州市特別職の職員の給与に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条第４項、第203条の２第５項及び第204

条第３項の規定に基づき、市長、副市長、教育長、市議会の議員、委員会の委員、監査委員その他の特

別職の職員（以下「特別職の職員」という。）の受ける給与に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条第４項、第203条の２第４項及び第204

条第３項の規定に基づき、市長、副市長、教育長、市議会の議員、委員会の委員、監査委員その他の特

別職の職員（以下「特別職の職員」という。）の受ける給与に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 



奥州市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （任命権者の報告事項） 

第３条 前条の規定により任命権者が報告しなければならない事項は、職員（臨時的に任用された職員及

び非常勤職員（地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員及び同法第22条

の２第１項第２号に掲げる職員を除く。）を除く。）に係る次に掲げる事項とする。 

 (1)～(10)略 

 （任命権者の報告事項） 

第３条 前条の規定により任命権者が報告しなければならない事項は、職員（臨時的に任用された職員及

び非常勤職員（地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除

く。）に係る次に掲げる事項とする。 

 (1)～(10)略 

 



奥州市職員の分限の手続及び効果等に関する条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 （失職の特例） 

第５条 任命権者は、法第16条第１号に該当するに至った職員のうち、刑の執行を猶予された者について

は、その罪が本人の過失によるものであり、かつ、情状を考慮して特に必要と認めたときは、その職を

失わせないものとすることができる。  

２ 略 

 

 

 

 

（失職の特例） 

第５条 任命権者は、法第16条第２号に該当するに至った職員のうち、刑の執行を猶予された者について

は、その罪が本人の過失によるものであり、かつ、情状を考慮して特に必要と認めたときは、その職を

失わせないものとすることができる。  

２ 略 

 

 

 



奥州市一般職の職員の給与に関する条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 

No.1 

（期末手当） 

第20条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第20条の３までにおいてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日（次

条及び第20条の３においてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１月以内

に退職し、又は死亡した職員（第25条第８項の規定の適用を受ける職員及び規則で定める職員を除

く。）についても、同様とする。  

２・３ 略 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職

し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額及び扶養手当の月額並びにこれらに対

する地域手当の月額の合計額とする。 

５・６ 略 

 

第20条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定にかかわらず、当該各号の基準日

に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しな

い。 

 (1) 略 

 (2) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第28条第４項の規定により失職した職

員 

 (3)・(4)略 

 

（勤勉手当） 

第21条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこれらの日を「基準日」という。）に

それぞれ在職する職員に対し、基準日以前６月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、それぞ

れ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、又は死亡した

職員（規則で定める職員を除く。）についても、同様とする。  

 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が市長の定める基準に従って定める割合を乗じて得た

額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げ

る職員の区分ごとの総額は、当該各号に定める額を超えてはならない。 

 (1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基

準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次項において同

じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に

100分の92.5を乗じて得た額の総額 

 (2) 略 

（期末手当） 

第20条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第20条の３までにおいてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日（次

条及び第20条の３においてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１月以内

に退職し、若しくは法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規定により失職し、又は死亡した職員

（第25条第８項の規定の適用を受ける職員及び規則で定める職員を除く。）についても、同様とする。  

２・３ 略 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額及び

扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額とする。 

５・６ 略 

 

第20条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定にかかわらず、当該各号の基準日

に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しな

い。 

 (1) 略 

 (2) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第28条第４項の規定により失職した職

員（法第16条第１号に該当して失職した職員を除く。） 

 (3)・(4)略 

 

（勤勉手当） 

第21条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこれらの日を「基準日」という。）に

それぞれ在職する職員に対し、基準日以前６月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、それぞ

れ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、若しくは法第

16条第１号に該当して法第28条第４項の規定により失職し、又は死亡した職員（規則で定める職員を除

く。）についても、同様とする。  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が市長の定める基準に従って定める割合を乗じて得た

額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げ

る職員の区分ごとの総額は、当該各号に定める額を超えてはならない。 

 (1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基

準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は

死亡した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額を加算した額に100分の92.5を乗じて得た額の総額 

 (2) 略 



奥州市一般職の職員の給与に関する条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 

No.2 

３～５ 略 

 

（休職者の給与） 

第25条 略 

２～４ 略 

５ 職員が奥州市職員の休職の事由に関する条例（平成18年奥州市条例第38号。以下「休職条例」とい

う。）第２条に掲げる場合のいずれかに該当して休職にされたときは、その休職の期間中、規則で定め

るところにより、これに給料、扶養手当、地域手当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当のそれぞれの

100分の100以内を支給することができる。 

６・７ 略 

８ 第２項、第３項又は第５項に規定する職員が、これらの規定に規定する期間内で第20条第１項に規定

する基準日前１月以内に退職し、又は死亡したときは、第20条第１項の規定により規則で定める日に、

それぞれ第２項、第３項又は第５項の規定の例による額の期末手当を支給することができる。ただし、

規則で定める職員については、この限りでない。 

９ 略 

 

 

３～５ 略 

 

（休職者の給与） 

第25条 略 

２～４ 略 

５ 職員が奥州市職員の休職の事由に関する条例（平成18年奥州市条例第38号。以下「休職条例」とい

う。）第２条に掲げる場合のいずれかに該当して休職にされたときは、その休職の期間中、規則の定め

るところにより、これに給料、扶養手当、地域手当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当のそれぞれの

100分の100以内を支給することができる。 

６・７ 略 

８ 第２項、第３項又は第５項に規定する職員が、当該各項に規定する期間内で第20条第１項に規定する

基準日前１月以内に退職し、若しくは法第16条第１号に該当して、法第28条第４項の規定により失職

し、又は死亡したときは、第20条第１項の規定により規則で定める日に、当該各項の例による額の期末

手当を支給することができる。ただし、規則で定める職員については、この限りでない。 

９ 略 

 

 



奥州市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 （欠格条項） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができない。 

 

(1) 略 

(2) 第６条の規定により懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

(3) 略 

 

（分限） 

第５条 略 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その身分を失う。 

(1) 前条第１号又は第３号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) 略 

（欠格条項） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができない。 

(1) 成年被後見人又は被保佐人 

(2) 略 

(3) 第６条の規定により免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

(4) 略 

 

（分限） 

第５条 略 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その身分を失う。 

(1) 前条各号（第３号を除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) 略 

 

 

 

 



奥州市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 （職員） 

第24条 略 

２ 家庭的保育者は、市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）

を修了した保育士又は保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市長が認める者であって、次の各号

のいずれにも該当するものとする。  

 (1) 略  

 (2) 法第18条の５各号及び法第34条の20第１項第３号のいずれにも該当しない者 

３ 略 

 

 

 

 

 

 

（職員） 

第24条 略 

２ 家庭的保育者は、市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）

を修了した保育士又は保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市長が認める者であって、次の各号

のいずれにも該当するものとする。  

 (1) 略  

 (2) 法第18条の５各号及び法第34条の20第１項第４号のいずれにも該当しない者 

３ 略 

 

 

 

 



奥州市水道事業の設置等に関する条例新旧対照表 No.1 

改  正  後 現     行 

 奥州市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年法律第292号。以下「法」という。）の規定に基づき、

水道事業、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業（以下「上下水道事

業」という。）の設置等について必要な事項を定めるものとする。 

 

 （設置） 

第２条 略 

２ 公衆衛生の向上を図るとともに、公共用水域の水質の保全に資するため、公共下水道事業、特定環境

保全公共下水道事業及び農業集落排水事業（以下「下水道事業」という。）を設置する。 

 

（法の適用） 

第３条 法第２条第３項及び地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号。以下「令」という。）第１

条第２項の規定に基づき、下水道事業に法の規定の全部を適用する。 

 

（経営の基本） 

第４条 上下水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するよう運営されな

ければならない。 

２ 水道事業の給水区域、給水人口及び１日最大給水量は、次のとおりとする。 

 表 略 

３ 公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の区域及び施設は、次のとおりとする。 

(1) 区域 下水道法（昭和33年法律第79号）第４条第１項の規定による公共下水道事業計画に定める区 

域 

(2) 施設 下水道法第４条第１項の規定による公共下水道事業計画に定める施設 

４ 農業集落排水事業の計画処理区域は、奥州市農業集落排水施設条例（平成18年奥州市条例第284号）

第３条に規定する処理区域とする。 

 

（組織） 

第５条 法第７条ただし書及び令第８条の２の規定に基づき、上下水道事業に管理者を置かないものとす

る。 

２ 法第14条の規定に基づき、上下水道事業管理者の権限を行う市長の権限に属する事務を処理させるた

め上下水道部を置く。 

 

奥州市水道事業の設置等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年法律第292号。以下「法」という。）の規定に基づき、

水道事業の設置等について必要な事項を定めるものとする。 

 

 

（設置） 

第２条 略 

 

 

 

 

 

 

 

（経営の基本） 

第３条 水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するよう運営されなけれ

ばならない。 

２ 給水区域、給水人口及び１日最大給水量は、次のとおりとする。 

 表 略 

 

 

 

 

 

 

 

（組織） 

第４条 法第７条ただし書及び地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第８条の２の規定に基づ

き、水道事業に管理者を置かないものとする。 

２ 法第14条の規定に基づき、水道事業管理者の権限を行う市長の権限に属する事務を処理させるため上

下水道部を置く。 

 



奥州市水道事業の設置等に関する条例新旧対照表 No.2 

改  正  後 現     行 

 （重要な資産の取得及び処分） 

第６条 法第33条第２項の規定により予算で定めなければならない上下水道事業の用に供する資産の取得

及び処分は、予定価格（適正な対価を得て売払い以外の方法による譲渡にあっては、その適正な見積価

格）が2,000万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合を除き、土地

については、１件5,000平方メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買

入れ若しくは譲渡とする。 

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第７条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２の２第８項の規定に

より上下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場

合は、当該賠償責任に係る賠償額が100万円以上である場合とする。 

 

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第８条 上下水道事業の業務に関し法第40条第２項の規定に基づき条例で定めるものは、負担付きの寄附

又は贈与の受領でその金額又はその目的物の価額が100万円以上のもの及び法律上市の業務に属する損

害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が100万円以上のものとする。 

 

（業務状況説明書類の提出） 

第９条 上下水道事業管理者の権限を行う市長は、上下水道事業に関し、法第40条の２第１項の規定に基

づき、毎事業年度４月１日から９月30日までの業務の状況を説明する書類を11月30日までに、10月１日

から３月31日までの業務の状況を説明する書類を５月31日までに作成しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するとともに、11月30日までに提出す

る書類においては前事業年度の決算の状況を、５月31日までに提出する書類においては同日の属する事

業年度の予算概要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなければならない。 

(1)・(2)略 

(3) 前２号に掲げるもののほか、上下水道事業の経営状況を明らかにするため市長が必要と認める事項 

３ 天災その他やむを得ない事故により、第１項に定める期日までに同項の業務の状況を説明する書類を

作成することができなかった場合においては、上下水道事業管理者の権限を行う市長は、できるだけ速

やかにこれを作成しなければならない。 

（重要な資産の取得及び処分） 

第５条 法第33条第２項の規定により予算で定めなければならない水道事業の用に供する資産の取得及び

処分は、予定価格（適正な対価を得て売払い以外の方法による譲渡にあっては、その適正な見積価格）

が2,000万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合を除き、土地につ

いては、１件5,000平方メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ

若しくは譲渡とする。 

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第８項の規定により

水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当

該賠償責任に係る賠償額が100万円以上である場合とする。 

 

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第７条 水道事業の業務に関し法第40条第２項の規定に基づき条例で定めるものは、負担付きの寄附又は

贈与の受領でその金額又はその目的物の価額が100万円以上のもの及び法律上市の業務に属する損害賠

償の額の決定で当該決定に係る金額が100万円以上のものとする。 

 

（業務状況説明書類の提出） 

第８条 水道事業管理者の権限を行う市長は、水道事業に関し、法第40条の２第１項の規定に基づき、毎

事業年度４月１日から９月30日までの業務の状況を説明する書類を11月30日までに、10月１日から３月

31日までの業務の状況を説明する書類を５月31日までに作成しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するとともに、11月30日までに提出す

る書類においては前事業年度の決算の状況を、５月31日までに提出する書類においては同日の属する事

業年度の予算概要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなければならない。 

(1)・(2)略 

(3) 前２号に掲げるもののほか、水道事業の経営状況を明らかにするため市長が必要と認める事項 

３ 天災その他やむを得ない事故により、第１項に定める期日までに同項の業務の状況を説明する書類を

作成することができなかった場合においては、水道事業管理者の権限を行う市長は、できるだけ速やか

にこれを作成しなければならない。 

 



奥州市部設置条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （部の分掌事務） 

第２条 部の分掌事務は、次のとおりとする。 

 (1)～(8)略 

(9) 上下水道部 浄化槽その他生活排水に関すること。 

 

 

 

 

 

（部の分掌事務） 

第２条 部の分掌事務は、次のとおりとする。 

 (1)～(8)略 

(9) 上下水道部 下水道その他生活排水に関すること。 

 

 

 



奥州市行政手続条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5)略 

(6) 市の機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員

会、上下水道事業管理者の権限を行う市長、病院事業管理者（以下「市長等」という。）若しくはこ

れらに置かれる機関又はこれらの機関の職員であって法令上独立に権限を行使することを認められた

職員をいう。 

(7)・(8)略 

 

 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5)略 

(6) 市の機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員

会、水道事業管理者の権限を行う市長、病院事業管理者（以下「市長等」という。）、若しくはこれ

らに置かれる機関又はこれらの機関の職員であって法令上独立に権限を行使することを認められた職

員をいう。 

(7)・(8)略 

 

 

 

 

 



奥州市情報公開条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員

会、上下水道事業管理者の権限を行う市長、病院事業管理者及び議会をいう。 

(2) 略 

 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員

会、水道事業管理者の権限を行う市長、病院事業管理者及び議会をいう。 

(2) 略 

 

 

 

 



奥州市個人情報保護条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(4)略 

(5) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員

会、上下水道事業管理者の権限を行う市長、病院事業管理者及び議会をいう。 

(6)～(8)略 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(4)略 

(5) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員

会、水道事業管理者の権限を行う市長、病院事業管理者及び議会をいう。 

(6)～(8)略 

 

 

 



奥州市特別会計条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第209条第２項の規定により、事業の円滑な運営とその経理

の適正を図るため、次に掲げる特別会計を設置する。 

 

 

(1)～(3)略 

 

 

 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第209条第２項の規定により、事業の円滑な運営とその経理

の適正を図るため、次に掲げる特別会計を設置する。 

(1) 奥州市下水道事業特別会計 

(2) 奥州市農業集落排水事業特別会計 

(3)～(5)略 

 

 



奥州市汚水処理施設条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5)略 

(6) 使用月 汚水処理施設の使用料の徴収の便宜上区分されたおおむね１月の期間（その始期及び終期

は、規則で定める。）をいう。 

 

（排水設備の工事の実施） 

第６条 排水設備の新設等の工事（以下「工事」という。）は、奥州市下水道条例（平成18年奥州市条例

第283号）第13条に規定する工事指定店でなければ行ってはならない。 

２ 排水設備は、規則で定める技術上の基準に適合するように汚水処理施設に接続しなければならない。 

 

 

 

 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5)略 

(6) 使用月 汚水処理施設の使用料を徴収するため、規則でその始期及び終期を定める期間をいう。 

 

 

（排水設備の工事の実施） 

第６条 排水設備の新設等の工事（以下「工事」という。）は、市長が指定した排水設備工事指定店（以

下「指定店」という。）でなければ行ってはならない。 

２ 指定店の指定に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

 

 

 



奥州市営浄化槽条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(4)略 

(5) 使用月 浄化槽使用料の徴収の便宜上区分されたおおむね１月の期間（その始期及び終期は、規則

で定める。）をいう。 

 

（排水設備の工事の実施） 

第12条 排水設備の新設等の工事（以下「工事」という。）は、奥州市下水道条例（平成18年奥州市条例

第283号）第13条に規定する工事指定店でなければ行ってはならない。 

２ 排水設備は、規則で定める技術上の基準に適合するように浄化槽に接続しなければならない。 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(4)略 

(5) 使用月 浄化槽使用料を徴収するため、規則でその始期及び終期を定める期間をいう。 

 

 

（排水設備の工事の実施） 

第12条 排水設備の新設等の工事（以下「工事」という。）は、市長が指定した者（以下「工事指定店」

という。）でなければ行ってはならない。 

２ 工事指定店に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

 

 

 



奥州市公共下水道事業受益者負担に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （受益者） 

第２条 略 

２ 上下水道事業管理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）は、排水区域内における土地区画整

理法（昭和29年法律第119号）による土地区画整理事業の施行に係る土地について、仮換地の指定が行

われた場合において必要があると認めるときは、換地処分が行われたものとみなして、前項の受益者を

定めることができる。 

 

 

 

 

 

（受益者） 

第２条 略 

２ 市長は、排水区域内における土地区画整理法（昭和29年法律第119号）による土地区画整理事業の施

行に係る土地について、仮換地の指定が行われた場合において必要があると認めるときは、換地処分が

行われたものとみなして、前項の受益者を定めることができる。 

 

 

 



奥州市公共下水道事業受益者分担金条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （受益者） 

第２条 略 

２ 上下水道事業管理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）は、排水区域内における土地区画整

理法（昭和29年法律第119号）による土地区画整理事業の施行に係る土地について、仮換地の指定が行

われた場合において必要があると認めるときは、換地処分が行われたものとみなして前項の受益者を定

めることができる。 

 

 

 

（受益者） 

第２条 略 

２ 市長は、排水区域内における土地区画整理法（昭和29年法律第119号）による土地区画整理事業の施

行に係る土地について、仮換地の指定が行われた場合において必要があると認めるときは、換地処分が

行われたものとみなして前項の受益者を定めることができる。 

 

 

 



奥州市下水道条例新旧対照表 No.1 

改  正  後 現     行 

 （定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (1)～(12)略 

 (13)使用月 下水道使用料の徴収の便宜上区分されたおおむね１月の期間（その始期及び終期は、上下

水道事業管理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）が定める。）をいう。 

 

（排水施設及び処理施設に共通する構造の基準） 

第５条 排水施設及び処理施設（これを補完する施設を含む。第７条において同じ。）に共通する構造の

基準は、次のとおりとする。 

 (1)・(2)略 

 (3) 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生じるおそれのないものとして市長

が定めるものを除く。）にあっては、覆い又は柵の設置その他下水の飛散を防止し、及び人の立入り

を制限する措置が講じられていること。 

 (4) 略 

 (5) 地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう地盤の改良、可撓
とう

継手の設置その他の市長

が定める措置が講じられていること。 

 

（排水施設の構造の基準） 

第６条 排水施設の構造の基準は、前条に定めるもののほか、次のとおりとする。 

(1) 排水管の内径及び排水渠
きょ

の断面積は、市長が定める数値を下回らないものとし、かつ、計画下水量

に応じ、排除すべき下水を支障なく流下させることができるものとすること。 

(2)～(5)略 

 

（処理施設の構造の基準） 

第７条 第５条に定めるもののほか、処理施設（終末処理場であるものに限る。第２号において同じ。）

の構造の基準は、次のとおりとする。 

 (1) 略 

 (2) 汚泥処理施設（汚泥を処理する処理施設をいう。以下同じ。）は、汚泥の処理に伴う排気、排液又

は残さい物により生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生じないよう市長が定める措置が講じ

られていること。 

 

第９条 法第21条第２項の規定による終末処理場の維持管理は、次に定めるところにより行うものとす

る。 

 (1)～(5)略 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (1)～(12)略 

 (13)使用月 下水道使用料を徴収するため、規則でその始期及び終期を定める期間をいう。 

 

 

（排水施設及び処理施設に共通する構造の基準） 

第５条 排水施設及び処理施設（これを補完する施設を含む。第７条において同じ。）に共通する構造の

基準は、次のとおりとする。 

 (1)・(2)略 

 (3) 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生じるおそれのないものとして規則

で定めるものを除く。）にあっては、覆い又は柵の設置その他下水の飛散を防止し、及び人の立入り

を制限する措置が講じられていること。 

 (4) 略 

 (5) 地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう地盤の改良、可撓
とう

継手の設置その他の規則

で定める措置が講じられていること。 

 

（排水施設の構造の基準） 

第６条 排水施設の構造の基準は、前条に定めるもののほか、次のとおりとする。 

(1) 排水管の内径及び排水渠
きょ

の断面積は、規則で定める数値を下回らないものとし、かつ、計画下水量

に応じ、排除すべき下水を支障なく流下させることができるものとすること。 

(2)～(5)略 

 

（処理施設の構造の基準） 

第７条 第５条に定めるもののほか、処理施設（終末処理場であるものに限る。第２号において同じ。）

の構造の基準は、次のとおりとする。 

 (1) 略 

 (2) 汚泥処理施設（汚泥を処理する処理施設をいう。以下同じ。）は、汚泥の処理に伴う排気、排液又

は残さい物により生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生じないよう規則で定める措置が講じ

られていること。 

 

第９条 法第21条第２項の規定による終末処理場の維持管理は、次に定めるところにより行うものとす

る。 

 (1)～(5)略 



奥州市下水道条例新旧対照表 No.2 

改  正  後 現     行 

 (6) 前号に掲げるもののほか、汚泥処理施設には、汚泥の処理に伴う排気、排液又は残さい物により生

活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生じないよう市長が定める措置を講じること。 

 

（排水設備の接続方法及び内径等） 

第11条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）を行おうとするときには、次に定め

るところによらなければならない。ただし、特にやむを得ない事情があると市長が認めるときは、この

限りでない。 

 (1) 略 

 (2) 排水設備を公共ます等に固着させるときは、公共下水道の施設の機能を妨げ、又はその施設を損傷

するおそれのない箇所に市長が定める工事の実施方法により行うこと。 

 (3) 略 

 

（排水設備等の工事の実施） 

第13条 略 

２ 工事指定店に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

（排水設備等の工事の検査） 

第14条 排水設備等の新設等を行った者は、排水設備工事を完了したときは、完了した日から５日以内に

その旨を市長に届け出て、検査を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の検査をした場合において、排水設備工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の

規定に適合していると認めるときは、当該排水設備等の新設等を行った者に対し、検査済証を交付する

ものとする。 

 

（占用の許可） 

第30条 略 

２ 略 

３ 市長は、第１項の規定による占用又は前項の規定による占用の変更がやむを得ないものであり、か

つ、法令及び市長が定める基準に適合する場合に限り、許可するものとする。 

 

 

(6) 前号に掲げるもののほか、汚泥処理施設には、汚泥の処理に伴う排気、排液又は残さい物により生

活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生じないよう規則で定める措置を講じること。 

 

（排水設備の接続方法及び内径等） 

第11条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）を行おうとするときには、次に定め

るところによらなければならない。ただし、特にやむを得ない事情があると市長が認めるときは、この

限りでない。 

 (1) 略 

 (2) 排水設備を公共ます等に固着させるときは、公共下水道の施設の機能を妨げ、又はその施設を損傷

するおそれのない箇所に規則で定める工事の実施方法により行うこと。 

 (3) 略 

 

（排水設備等の工事の実施） 

第13条 略 

２ 工事指定店に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

（排水設備等の工事の検査） 

第14条 排水設備等の新設等を行った者は、排水設備工事を完了したときは、完了した日から５日以内に

規則で定めるところによりその旨を市長に届け出て、検査を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の検査をした場合において、排水設備工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の

規定に適合していると認めるときは、当該排水設備等の新設等を行った者に対し、規則で定めるところ

により検査済証を交付するものとする。 

 

（占用の許可） 

第30条 略 

２ 略 

３ 市長は、第１項の規定による占用又は前項の規定による占用の変更がやむを得ないものであり、か

つ、法令及び規則で定める基準に適合する場合に限り、許可するものとする。 

 

 

 

 



奥州市農業集落排水施設条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(6)略 

(7) 使用月 使用料の徴収の便宜上区分されたおおむね１月の期間（その始期及び終期は、上下水道事

業管理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）が定める。）をいう。 

 

（排水設備の接続方法及び内径等） 

第６条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）を行おうとするときは、次に定める

ところによらなければならない。ただし、特にやむを得ない事情があると市長が認めるときは、この限

りでない。 

(1) 略 

(2) 排水設備を公共ますに固着させるときは、農集排施設の機能を妨げ、又はその施設を損傷するおそ

れのない箇所に、市長が定める工事の実施方法により行うこと。 

(3) 略 

 

（排水設備の工事の実施） 

第８条 排水設備の新設等の工事（以下「排水設備工事」という。）は、奥州市下水道条例（平成18年奥

州市条例第283号）第13条に規定する工事指定店でなければ行ってはならない。 

２ 排水設備は、市長が定める技術上の基準に適合するように農集排施設に接続しなければならない。 

 

別表第３（第17条の２関係） 

名称 特別使用料（１月につき） 期間 

岩堰地区農業集落排水処理施設 834円 平成10年度から令和９年度まで 

赤生津地区農業集落排水処理施設 1,590円 平成13年度から令和12年度まで 

 備考 略 

 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(6)略 

(7) 使用月 使用料を徴収するため、規則でその始期及び終期を定める期間をいう。 

 

 

（排水設備の接続方法及び内径等） 

第６条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）を行おうとするときは、次に定める

ところによらなければならない。ただし、特にやむを得ない事情があると市長が認めるときは、この限

りでない。 

(1) 略 

(2) 排水設備を公共ますに固着させるときは、農集排設備の施設の機能を妨げ、又はその施設を損傷す

るおそれのない箇所に、規則で定める工事の実施方法により行うこと。 

(3) 略 

 

（排水設備の工事の実施） 

第８条 排水設備の新設等の工事（以下「排水設備工事」という。）は、市長が指定した者（以下「工事

指定店」）でなければ行ってはならない。 

２ 工事指定店に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

別表第３（第17条の２関係） 

名称 特別使用料（１月につき） 期間 

岩堰地区農業集落排水処理施設 834円 平成10年度から平成39年度まで 

赤生津地区農業集落排水処理施設 1,590円 平成13年度から平成42年度まで 

 備考 略 

 

 

 

 



奥州市農業集落排水事業分担金条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 

 

（排水区域の告示） 

第３条 上下水道事業管理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）は、農業集落排水事業の排水区

域を定めたときは、その旨を告示しなければならない。その区域を変更しようとするときも、同様とす

る。 

 

（受益者の申告等） 

第４条 前条の告示の日現在における受益者（同一の土地について２人以上の受益者があるときは、代表

者）及び告示の日後新たに受益者となった者は、その旨を市長に申告しなければならない。 

２ 略  

 

（分担金の徴収猶予） 

第９条 市長は、災害等の理由により、受益者が分担金を納付することが困難であると認めるとき又はこ

れに準ずる特別の事情があると認めるときは、分担金の徴収を猶予することができる。 

 

 

（分担金の減免） 

第10条 市長は、次の各号のいずれかに該当する受益者に対し、分担金を減額し、又は免除することがで

きる。 

(1)～(3)略 

 

（排水区域の告示） 

第３条 市長は、農業集落排水事業の排水区域を定めたときは、その旨を告示しなければならない。その

区域を変更しようとするときも、同様とする。 

 

 

（受益者の申告等） 

第４条 前条の告示の日現在における受益者（同一の土地について２人以上の受益者があるときは、代表

者）及び告示の日後新たに受益者となった者は、規則で定めるところにより申告しなければならない。 

２ 略 

  

（分担金の徴収猶予） 

第９条 市長は、災害等の理由により、受益者が分担金を納付することが困難であると認めるとき、又は

これに準ずる特別の事情があると認めるときは、規則で定めるところにより、分担金の徴収を猶予する

ことができる。 

 

（分担金の減免） 

第10条 市長は、次の各号のいずれかに該当する受益者に対し、規則で定めるところにより、分担金を減

額し、又は免除することができる。 

(1)～(3)略 

 

 



奥州市都市下水路条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （行為の許可） 

第６条 次に掲げる行為（施行令第19条に規定する行為を除く。）をしようとする者は、上下水道事業管

理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）の許可を受けなければならない。許可を受けた事項の

変更をしようとするときも同様とする。 

 (1)・(2)略 

２・３ 略 

 

（占用の許可） 

第11条 略 

２ 略 

３ 第１項本文の規定による許可を受けた者（以下「占用者」という。）は、占用の期間、場所その他市

長が定める事項を変更しようとするときは、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

４ 市長は、第１項又は前項の規定による占用又は占用の変更が必要やむを得ないものであり、かつ、法

令及び市長が定める基準に適合する場合に限り、第１項又は前項の規定による許可をするものとする。 

 

（罰則） 

第20条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処する。  

 (1)～(5)略 

 (6) 前条第１項又は第２項の規定による市長の命令に違反した者 

（行為の許可） 

第６条 次に掲げる行為（施行令第19条に規定する行為を除く。）をしようとする者は、市長の許可を受

けなければならない。許可を受けた事項の変更をしようとするときも同様とする。 

 

 (1)・(2)略 

２・３ 略 

 

 （占用の許可） 

第11条 略 

２ 略 

３ 第１項本文の規定による許可を受けた者（以下「占用者」という。）は、占用の期間、場所その他規

則で定める事項を変更しようとするときは、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

４ 市長は、第１項又は前項の規定による占用又は占用の変更が必要やむを得ないものであり、かつ、法

令及び規則で定める基準に適合する場合に限り、第１項又は前項の規定による許可をするものとする。 

 

（罰則） 

第20条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処する。  

 (1)～(5)略 

 (6) 第19条第１項又は第２項の規定による市長の命令に違反した者 

 



奥州市水道事業運営審議会条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 奥州市上下水道事業運営審議会条例 

 

（設置） 

第１条 本市の上下水道事業に関し、運営内容を審議するため、市長の諮問機関として奥州市上下水道事

業運営審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 

（所掌） 

第２条 審議会は、上下水道事業の運営に関する重要な事項について調査審議し、市長に意見を述べるこ

とができる。 

 

（組織） 

第３条 審議会は、委員15人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1)・(2)略 

 (3) 下水道使用者 

２ 略 

 

 

 

 

 

奥州市水道事業運営審議会条例 

 

（設置） 

第１条 本市の水道事業に関し、運営内容を審議するため、市長の諮問機関として奥州市水道事業運営審

議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 

（所掌） 

第２条 審議会は、水道事業の運営に関する重要な事項について調査審議し、市長に意見を述べることが

できる。 

 

（組織） 

第３条 審議会は、委員15人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1)・(2)略 

 

２ 略 

 

 

 

 

 



奥州市上下水道部企業職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 （管理職手当） 

第４条 管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち、その特殊性に基づき上下水道事業管

理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）が指定するものについて支給する。 

 

 

 

 

（管理職手当） 

第４条 管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち、その特殊性に基づき水道事業管理者

の権限を行う市長（以下「市長」という。）が指定するものについて支給する。 

 

 

 



奥州市自治基本条例新旧対照表   

改  正  後 現     行 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)・(2)略 

(3) 市 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会並び

に上下水道事業管理者の権限を行う市長及び病院事業管理者をいう。 

(4)～(6)略 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)・(2)略 

(3) 市 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会並び

に水道事業管理者の権限を行う市長及び病院事業管理者をいう。 

(4)～(6)略 

 



奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 No.1 

改  正  後 現     行 

    奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に

関する基準を定める条例 

 

目次 

 第１章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

第１節 総則（第１条－第３条） 

第２節 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

第１款 利用定員に関する基準（第４条） 

第２款 運営に関する基準（第５条－第34条） 

第３款 特例施設型給付費に関する基準（第35条・第36条） 

第３節 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

第１款 利用定員に関する基準（第37条） 

第２款 運営に関する基準（第38条－第50条） 

第３款 特例地域型保育給付費に関する基準（第51条・第52条） 

 第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（第53条－第61条） 

第３章 補則（第62条） 

第４章 罰則（第63条・第64条） 

附則 

 

   第１章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

 

    第１節 総則 

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(8)略 

(9) 教育・保育給付認定 法第20条第４項に規定する教育・保育給付認定をいう。 

(10)教育・保育給付認定保護者 法第20条第４項に規定する教育・保育給付認定保護者をいう。 

(11)教育・保育給付認定子ども 法第20条第４項に規定する教育・保育給付認定子どもをいう。 

(12)満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号。以

下「令」という。）第４条第１項に規定する満３歳以上教育・保育給付認定子どもをいう。 

(13)特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第１項第２号に規定する特定満３歳以上保育認定子ども

をいう。 

(14)満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定子どもをいう。 

   奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

第１節 利用定員に関する基準（第４条） 

第２節 運営に関する基準（第５条－第34条） 

第３節 特例施設型給付費に関する基準（第35条・第36条） 

第３章 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

第１節 利用定員に関する基準（第37条） 

第２節 運営に関する基準（第38条－第50条） 

第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第51条・第52条） 

第４章 補則（第53条） 

第５章 罰則（第54条・第55条） 

附則 

 

 

 

   第１章 総則 

 

 

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(8)略 

(9) 支給認定 法第20条第４項に規定する支給認定をいう。 

(10)支給認定保護者 法第20条第４項に規定する支給認定保護者をいう。 

(11)支給認定子ども 法第20条第４項に規定する支給認定子どもをいう。 

 

 

 

 

 



奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 No.2 

改  正  後 現     行 

 (15)市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市町村民税所得割合算額をいう。 

(16)負担額算定基準子ども 令第13条第２項に規定する負担額算定基準子どもをいう。 

(17)略 

(18)教育・保育給付認定の有効期間 法第21条に規定する教育・保育給付認定の有効期間をいう。 

(19)・(20)略 

(21)法定代理受領 法第27条第５項（法第28条第４項において準用する場合を含む。）又は法第29条第

５項（法第30条第４項において準用する場合を含む。）の規定により市が支払う特定教育・保育又は

特定地域型保育に要した費用の額の一部を、教育・保育給付認定保護者に代わり特定教育・保育施設

又は特定地域型保育事業者が受領することをいう。 

 (22)～(27)略 

 

 （一般原則） 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者（以下「特定教育・保育施設等」という。）は、

良質かつ適切であり、かつ、子どもの保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮された内容及び水

準の特定教育・保育又は特定地域型保育の提供を行うことにより、全ての子どもが健やかに成長するた

めに適切な環境が等しく確保されることを目指すものでなければならない。 

２～４ 略 

 

     

 

 

 

第２節 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

 

     第１款 利用定員に関する基準 

 

第４条 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）は、その利用定員（法第27条第１項の

確認において定めるものに限る。以下この節において同じ。）の数を20人以上とする。 

２ 略 

 

 

 

     第２款 運営に関する基準 

 

 

 

(12)略 

(13)支給認定の有効期間 法第21条に規定する支給認定の有効期間をいう。 

(14)・(15)略 

(16)法定代理受領 法第27条第５項（法第28条第４項の規定において準用する場合を含む。）又は法第

29条第５項（法第30条第４項の規定において準用する場合を含む。）の規定により市が支払う特定教

育・保育又は特定地域型保育に要した費用の額の一部を、支給認定保護者に代わり特定教育・保育施

設又は特定地域型保育事業者が受領することをいう。 

 (17)～(22)略 

 

 （一般原則） 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者（以下「特定教育・保育施設等」という。）は、

良質かつ適切な内容及び水準の特定教育・保育又は特定地域型保育の提供を行うことにより、全ての子

どもが健やかに成長するために適切な環境が等しく確保されることを目指すものでなければならない。 

 

２～４ 略 

 

第２章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

 

第１節 利用定員に関する基準 

 

 

 

 

（利用定員） 

第４条 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）は、その利用定員（法第27条第１項の

確認において定めるものに限る。以下この章において同じ。）の数を20人以上とする。 

２ 略 

 

    第２節 運営に関する基準 

 

 

 



奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 No.3 

改  正  後 現     行 

  （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用の申込みを

行った教育・保育給付認定保護者（以下「利用申込者」という。）に対し、第20条に規定する運営規程

の概要、職員の勤務体制、第13条の規定により支払を受ける費用に関する事項その他の利用申込者の教

育・保育の選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始に

ついて利用申込者の同意を得なければならない。 

２～４ 略 

 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理

由がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）は、利用の申込

みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現に利

用している同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定

教育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合において

は、抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に

関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法（第４項において「選考方法」という。）によ

り選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項において同じ。）は、利用の申込

みに係る法第19条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数を超える場合においては、法第20条第４項の規定による認定に基づき、保育の

必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選考方法をあらかじめ教育・保育給付認定保護者に明示した上で、

選考を行わなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る教育・保育給付認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を

提供することが困難である場合は、適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の

適切な措置を速やかに講じなければならない。 

 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 略 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項において同じ。）は、法第19条第

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用の申込みを

行った支給認定保護者（以下「利用申込者」という。）に対し、第20条に規定する運営規程の概要、職

員の勤務体制、利用者負担その他の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認められる重要事項を記

した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

 

２～４ 略 

 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 特定教育・保育施設は、支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由がなけれ

ば、これを拒んではならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）は、利用の申込

みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現に利

用している同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの総数が、当該特定教育・保育

施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、抽選、

申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理

念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法（第４項において「選考方法」という。）により選考し

なければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項において同じ。）は、利用の申込

みに係る法第19条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの

総数が、当該特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数を超える場合においては、法第20条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度

及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる支給認定子どもが優先的に利用で

きるよう、選考するものとする。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選考方法をあらかじめ支給認定保護者に明示した上で、選考を行わ

なければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る支給認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を提供するこ

とが困難である場合は、適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置

を速やかに講じなければならない。 

 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 略 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項において同じ。）は、法第19条第



奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 No.4 

改  正  後 現     行 

 １項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る当該特

定教育・保育施設の利用について児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条第１項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対し、できる限り協力しなければな

らない。 

 

（受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場合は、必要に応じて、教育・保育

給付認定保護者の提示する支給認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けていない

場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号）第７条第２項の規定によ

る通知）によって、教育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第19条第１項

各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認定の有効期間、保育必要量等を確かめるも

のとする。 

 

（教育・保育給付認定の申請に係る援助） 

第９条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定を受けていない保護者から利用の申込みがあった場

合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならな

い。 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定の変更の認定の申請が遅くとも教育・保育給付認定保護

者が受けている教育・保育給付認定の有効期間の満了日の30日前には行われるよう必要な援助を行わな

ければならない。ただし、緊急その他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。 

 

（心身の状況等の把握） 

第10条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供に当たっては、教育・保育給付認定子どもの心身

の状況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければならな

い。 

 

（小学校等との連携） 

第11条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の終了に際しては、教育・保育給付認定子どもに

ついて、小学校における教育又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・保育と

の円滑な接続に資するよう、教育・保育給付認定子どもに係る情報の提供その他小学校、特定教育・保

育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関との密接な連携に努めなければならな

い。 

 

（利用者負担額等の受領） 

１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに係る当該特定教育・保

育施設の利用について児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条第１項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。 

 

 

（受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場合は、必要に応じて、支給認定保

護者の提示する支給認定証（支給認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあっては、子ど

も・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号）第７条第２項に規定する通知）によって、支給

認定の有無、支給認定子どもの該当する法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、支給

認定の有効期間、保育必要量等を確かめるものとする。 

 

 

（支給認定の申請に係る援助） 

第９条 特定教育・保育施設は、支給認定を受けていない保護者から利用の申込みがあった場合は、当該

保護者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定の変更の認定の申請が遅くとも支給認定保護者が受けている支給認

定の有効期間の満了日の30日前には行われるよう必要な援助を行わなければならない。ただし、緊急そ

の他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。 

 

（心身の状況等の把握） 

第10条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供に当たっては、支給認定子どもの心身の状況、そ

の置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければならない。 

 

 

（小学校等との連携） 

第11条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の終了に際しては、支給認定子どもについて、小

学校における教育又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・保育との円滑な接

続に資するよう、支給認定子どもに係る情報の提供その他小学校、特定教育・保育施設等、地域子ど

も・子育て支援事業を行う者その他の機関との密接な連携に努めなければならない。 

 

 

 （利用者負担額等の受領） 



奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 No.5 

改  正  後 現     行 

 第13条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、教育・保育給付認定保護者（満３歳未

満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）から当該特定教育・保育に係る利用者負

担額（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者についての法第27条第３項第２号に

掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。 

 

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育給付認定保護者から、当該特定

教育・保育に係る特定教育・保育費用基準額（法第27条第３項第１号に掲げる額をいう。次項において

同じ。）の支払を受けるものとする。 

 

 

 

 

 

 

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育の提供に当たって、当該特

定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定教育・保育に

要する費用として見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内で

設定する額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育において提供される便宜に

要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

 (1)・(2)略 

 (3) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

  ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、その教育・保育給付認定

保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額

がそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

   (ｱ) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

77,101円 

   (ｲ) 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ(ｲ)において同じ。） 57,700円（令第４条第２項第６

号に規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、77,101円） 

  イ 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、負担額算定基準子ども又

は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第

１学年から第３学年までに在籍する子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以

上いる場合にそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める者に該当するものに対する副食の提供（アに該当するも

第13条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下この条及

び次条において同じ。）を提供した際は、支給認定保護者から当該特定教育・保育に係る利用者負担額

（法第27条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法

第28条第２項第２号に規定する市町村が定める額とし、特別利用教育を提供する場合にあっては同項第

３号に規定する市町村が定める額とする。）をいう。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けないときは、支給認定保護者から、当該特定教育・保育

に係る特定教育・保育費用基準額（法第27条第３項第１号に規定する額（その額が現に当該特定教育・

保育に要した費用を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）をいい、当該特定教

育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法第28条第２項第２号に規定する内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用を超えるときは、

当該現に特別利用保育に要した費用の額）を、特別利用教育を提供する場合にあっては同項第３号に規

定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要した費

用を超えるときは、当該現に特別利用教育に要した費用の額）をいう。次項において同じ。）の支払を

受けるものとする。 

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育の提供に当たって、当該特

定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定教育・保育に

要する費用として見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内で

設定する額の支払を支給認定保護者から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育において提供される便宜に

要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を支給認定保護者から受けることができる。 

 (1)・(2)略 

 (3) 食事の提供に要する費用（法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに対する食事の提供

に要する費用を除き、同項第２号に掲げる小学校就学前子どもについては主食の提供に係る費用に限

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 No.6 

改  正  後 現     行 

 のを除く。） 

   (ｱ) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども 負

担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者で

ある者を除く。）である者 

   (ｲ) 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども 負

担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

  ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

 (4) 略 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定教

育・保育施設の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保護者

に負担させることが適当と認められるもの 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用

の額を支払った教育・保育給付認定保護者に対し交付しなければならない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭の使途

及び額並びに教育・保育給付認定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにする

とともに、教育・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならない。た

だし、第４項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書によることを要しない。 

 

（施設型給付費等の額に係る通知等） 

第14条 特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る施設型給付費（法第27条第１

項の施設型給付費をいう。以下同じ。）の支給を受けた場合は、教育・保育給付認定保護者に対し、当

該教育・保育給付認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代理受領を行わない特定教育・保育に係る費用の額の支払

を受けた場合は、その提供した特定教育・保育の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載し

た特定教育・保育提供証明書を教育・保育給付認定保護者に対して交付しなければならない。 

 

 

 （特定教育・保育に関する評価等） 

第16条 略 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育・保育施設を利用する教育・保育給付認定保護者その

他の特定教育・保育施設の関係者（当該特定教育・保育施設の職員を除く。）による評価又は外部の者

による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

 

（相談及び援助） 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 略 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定教

育・保育施設の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、支給認定保護者に負担させ

ることが適当と認められるもの 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用

の額を支払った支給認定保護者に対し交付しなければならない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭の使途

及び額並びに支給認定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにするとともに、

支給認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならない。ただし、第４項の規定に

よる金銭の支払に係る同意については、文書によることを要しない。 

 

（施設型給付費等の額に係る通知等） 

第14条 特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る施設型給付費（法第28条第１

項に規定する特例施設型給付費を含む。以下この項及び第19条において同じ。）の支給を受けた場合

は、支給認定保護者に対し、当該支給認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しなければならない。 

 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代理受領を行わない特定教育・保育に係る費用の額の支払

を受けた場合は、その提供した特定教育・保育の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載し

た特定教育・保育提供証明書を支給認定保護者に対して交付しなければならない。 

 

 （特定教育・保育に関する評価等） 

第16条 略 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育・保育施設を利用する支給認定保護者その他の特定教

育・保育施設の関係者（当該特定教育・保育施設の職員を除く。）による評価又は外部の者による評価

を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

 

（相談及び援助） 
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 第17条 特定教育・保育施設は、常に教育・保育給付認定子どもの心身の状況、その置かれている環境等

の的確な把握に努め、当該教育・保育給付認定子ども又は当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなけれ

ばならない。 

 

（緊急時等の対応） 

第18条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定教育・保育の提供を行っているときに教育・保育給付認

定子どもに体調の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに当該教育・保育給付認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者又は医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

 

（教育・保育給付認定保護者に関する市への通知） 

第19条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を受けている教育・保育給付認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者が偽りその他不正な行為によって施設型給付費の支給を受け、又は受けようとしたと

きは、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知しなければならない。 

 

 （勤務体制の確保等） 

第21条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対し、適切な特定教育・保育を提供するこ

とができるよう、職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の職員によって特定教育・保育を提供しなければな

らない。ただし、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供に直接影響を及ぼさない業

務については、この限りでない。 

３ 略 

 

 （教育・保育給付認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第24条 特定教育・保育施設においては、教育・保育給付認定子どもの国籍、信条、社会的身分又は特定

教育・保育の提供に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

 

（虐待等の禁止） 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定子どもに対し、児童福祉法第33条の10各号に

掲げる行為その他当該教育・保育給付認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第26条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る。以下この条において同じ。）

の長たる特定教育・保育施設の管理者は、教育・保育給付認定子どもに対し児童福祉法第47条第３項の

第17条 特定教育・保育施設は、常に支給認定子どもの心身の状況、その置かれている環境等の的確な把

握に努め、支給認定子ども又はその保護者に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その

他の援助を行わなければならない。 

 

 

（緊急時等の対応） 

第18条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定教育・保育の提供を行っているときに支給認定子どもに

体調の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに当該支給認定子どもの保護者又は医療機関への

連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

 

（支給認定保護者に関する市への通知） 

第19条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を受けている支給認定子どもの保護者が偽りその他不正

な行為によって施設型給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその

旨を市に通知しなければならない。 

 

 （勤務体制の確保等） 

第21条 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対し、適切な特定教育・保育を提供することができる

よう、職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の職員によって特定教育・保育を提供しなければな

らない。ただし、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供に直接影響を及ぼさない業務について

は、この限りでない。 

３ 略 

 

 （支給認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第24条 特定教育・保育施設は、支給認定子どもの国籍、信条、社会的身分又は特定教育・保育の提供に

要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

 

（虐待等の禁止） 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、支給認定子どもに対し、児童福祉法第33条の10各号に掲げる行為

その他当該支給認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第26条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る。以下この条において同じ。）

の長たる特定教育・保育施設の管理者は、支給認定子どもに対し児童福祉法第47条第３項の規定により
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 規定により懲戒に関しその教育・保育給付認定子どもの福祉のために必要な措置を採るときは、身体的

苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

 

（秘密保持等） 

第27条 特定教育・保育施設の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た教育・保育給

付認定子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た教育・保育給付

認定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者

その他の機関に対して、教育・保育給付認定子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書に

より当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の同意を得ておかなければならな

い。 

 

（情報の提供等） 

第28条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育施設を利用しようとする小学校就学前子どもに係る教

育・保育給付認定保護者が、その希望を踏まえて適切に特定教育・保育施設を選択することができるよ

うに、当該特定教育・保育施設が提供する特定教育・保育の内容に関する情報の提供を行うよう努めな

ければならない。 

２ 略 

 

 （苦情解決） 

第30条 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する教育・保育給付認定子ども又は教

育・保育給付認定保護者その他の当該教育・保育給付認定子どもの家族（以下この条において「教育・

保育給付認定子ども等」という。）からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるた

めの窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 略 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する教育・保育給付認定子ども等からの苦

情に関して市が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関し、法第14条第１項の規定により市が行う

報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問若しくは特定教

育・保育施設の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び教育・保育給付認定子ども等か

らの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

５ 略 

懲戒に関しその支給認定子どもの福祉のために必要な措置をとるときは、身体的苦痛を与え、人格を辱

める等その権限を濫用してはならない。 

 

（秘密保持等） 

第27条 特定教育・保育施設の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た支給認定子ど

も又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た支給認定子ども

又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者

その他の機関に対して、支給認定子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により当該支

給認定子どもの保護者の同意を得ておかなければならない。 

 

 

（情報の提供等） 

第28条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育施設を利用しようとする小学校就学前子どもに係る支給

認定保護者が、その希望を踏まえて適切に特定教育・保育施設を選択することができるように、当該特

定教育・保育施設が提供する特定教育・保育の内容に関する情報の提供を行うよう努めなければならな

い。 

２ 略 

 

 （苦情解決） 

第30条 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する支給認定子ども又は支給認定保護

者その他の当該支給認定子どもの家族（以下この条において「支給認定子ども等」という。）からの苦

情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じな

ければならない。 

２ 略 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する支給認定子ども等からの苦情に関して

市が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関し、法第14条第１項の規定により市が行う

報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問若しくは特定教

育・保育施設の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び支給認定子ども等からの苦情に

関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従

って必要な改善を行わなければならない。 

５ 略 
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 （事故発生の防止及び発生時の対応） 

第32条 略 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供により事故が発生

した場合は、速やかに市、当該教育・保育給付認定子どもの家族等に連絡を行うとともに、必要な措置

を講じなければならない。 

３ 略 

４ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供により賠償すべき

事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

（記録の整備） 

第34条 略 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

(1) 略 

(2) 第12条の規定による特定教育・保育の提供の記録 

(3) 第19条の規定による市への通知に係る記録 

(4)・(5)略 

 

 

 

     第３款 特例施設型給付費に関する基準 

 

 （特別利用保育の基準） 

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）が法第19条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合に

は、法第34条第１項第３号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供する場合には、当該特別利用保育に係

る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当

該特定教育・保育施設を現に利用している同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、第４条第２項第３号の規定により定められた法第19条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供する場合には、特定教育・保育には

特別利用保育を、施設型給付費には特例施設型給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をいう。次

 

 （事故発生の防止及び発生時の対応） 

第32条 略 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供により事故が発生した場合

は、速やかに市、当該支給認定子どもの家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければなら

ない。 

３ 略 

４ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供により賠償すべき事故が発生

した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

（記録の整備） 

第34条 略 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供に関する次に掲げる記録を整

備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

(1) 略 

(2) 第12条に規定する提供した特定教育・保育に係る必要な事項の提供の記録 

(3) 第19条に規定する市への通知に係る記録 

(4)・(5)略 

 

    第３節 特例施設型給付費に関する基準 

 

 

 

 （特別利用保育の基準） 

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）が法第19条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合には、法第34条

第１項第３号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供する場合には、当該特別利用保育に係

る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの数及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの

総数が、第４条第２項第３号の規定により定められた法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供する場合には、特定教育・保育には

特別利用保育を含むものとして、本章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。
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 条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、前款（第６条第３項及び第７条第２項を除

く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又

は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提

供している施設に限る。以下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」と、第13条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号

イ(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受け

る者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする。 

 

 （特別利用教育の基準） 

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同じ。）が法第19条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合に

は、法第34条第１項第２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供する場合には、当該特別利用教育に係

る法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当

該特定教育・保育施設を現に利用している同項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、第４条第２項第２号の規定により定められた法第19条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供する場合には、特定教育・保育には

特別利用教育を、施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、前款（第６条第３

項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中「利用の申込み

に係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第

19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数」とあるのは「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数」とあるのは「同項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と、

第13条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第３号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除

く。）」とする。 

 

この場合において、第６条第２項中「特定教育・保育施設（幼稚園又は認定こども園に限る。以下この

項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。以

下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」とあ

るのは「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 （特別利用教育の基準） 

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。次項において同じ。）が法第19条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、法第34条第１

項第２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供する場合には、当該特別利用教育に係

る法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの数及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの

総数が、第４条第２項第２号の規定により定められた法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供する場合には、特定教育・保育には

特別利用教育を含むものとして、本章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの

数」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」とあるのは「同項第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」と、第13条第４項第３号中「除き、同項第２号に

掲げる小学校就学前子どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」とあるのは「除く。）」とす

る。 
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第３節 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

 

     第１款 利用定員に関する基準 

 

 

第37条 特定地域型保育事業（事業所内保育事業を除く。）の利用定員（法第29条第１項の確認において

定めるものに限る。以下この節において同じ。）の数は、家庭的保育事業にあっては１人以上５人以

下、小規模保育事業Ａ型（奥州市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26

年奥州市条例第23号）第29条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。）及び小規模保育事業Ｂ型（同条

例第32条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。）にあっては６人以上19人以下、小規模保育事業Ｃ型

（同条例第34条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４項において同じ。）にあっては６人以

上10人以下、居宅訪問型保育事業にあっては１人とする。 

２ 略 

 

 

 

     第２款 運営に関する基準 

 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第38条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申込者に

対し、第46条に規定する運営規程の概要、第42条に規定する連携施設の種類、名称、連携協力の概要、

職員の勤務体制、第43条の規定により支払を受ける費用に関する事項その他の利用申込者の保育の選択

に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込

者の同意を得なければならない。 

２ 略 

 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第39条 特定地域型保育事業者は、教育・保育給付認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な

理由がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもの

   第３章 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

 

    第１節 利用定員に関する基準 

 

 

 

 

 

（利用定員） 

第37条 特定地域型保育事業のうち、家庭的保育事業にあっては、その利用定員（法第29条第１項の確認

において定めるものに限る。以下この章において同じ。）の数を１人以上５人以下、小規模保育事業Ａ

型（奥州市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年奥州市条例第23号）

第29条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。）及び小規模保育事業Ｂ型（同条例第32条に規定する小

規模保育事業Ｂ型をいう。）にあっては、その利用定員の数を６人以上19人以下、小規模保育事業Ｃ型

（同条例第34条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第６項において同じ。）にあっては、その

利用定員の数を６人以上10人以下、居宅訪問型保育事業にあっては、その利用定員の数を１人とする。 

２ 略 

 

    第２節 運営に関する基準 

 

 

 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第38条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申込者に

対し、第46条に規定する運営規程の概要、第42条に規定する連携施設の種類、名称、連携協力の概要、

職員の勤務体制、利用者負担その他の利用申込者の保育の選択に資すると認められる重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

 

２ 略 

 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第39条 特定地域型保育事業者は、支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由がなけ

れば、これを拒んではならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもの
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 数及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定

子どもを除く。以下この節において同じ。）の総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、法第20条第４項の規定による認

定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満

３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

３ 前項の特定地域型保育事業者は、同項の選考方法をあらかじめ教育・保育給付認定保護者に明示した

上で、選考を行わなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制の確保が困難である場合その他利用申込者に係る満

３歳未満保育認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、連携施設そ

の他の適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置を速やかに講じな

ければならない。 

 

 （心身の状況等の把握） 

第41条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に当たっては、満３歳未満保育認定子どもの心

身の状況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければなら

ない。 

 

（特定教育・保育施設等との連携） 

第42条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。以下この項から第３項までにおい

て同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ確実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供され

るよう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」と

いう。）を適切に確保しなければならない。 

(1) 特定地域型保育の提供を受けている満３歳未満保育認定子どもに集団保育を体験させるための機会

の設定、特定地域型保育の適切な提供に必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助言その他の保

育の内容に関する支援を行うこと。 

(2) 略 

(3) 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定子ども

（事業所内保育事業を利用する満３歳未満保育認定子どもにあっては、第37条第２項に規定するその

他の小学校就学前子どもに限る。以下この号において同じ。）を、当該特定地域型保育の提供の終了

に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき、引き続

き当該連携施設において受け入れて教育・保育を提供すること。 

２・３ 略 

４ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の終了に際しては、満３歳未満保育認定子どもにつ

いて、連携施設又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・保育との円滑な接続

数及び特定地域型保育事業所を現に利用している同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもの総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員

の総数を超える場合においては、法第20条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる支給認定子どもが優先的に利用できるよ

う、選考するものとする。 

３ 前項の特定地域型保育事業者は、同項の選考方法をあらかじめ支給認定保護者に明示した上で、選考

を行わなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制の確保が困難である場合その他利用申込者に係る支

給認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、連携施設その他の適切

な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければなら

ない。 

 

 （心身の状況等の把握） 

第41条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に当たっては、支給認定子どもの心身の状況、

その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければならない。 

 

 

（特定教育・保育施設等との連携） 

第42条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。以下この項において同じ。）は、

特定地域型保育が適正かつ確実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう、次に掲

げる事項に係る連携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」という。）を適切

に確保しなければならない。 

(1) 特定地域型保育の提供を受けている支給認定子どもに集団保育を体験させるための機会の設定、特

定地域型保育の適切な提供に必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助言その他の保育の内容に

関する支援を行うこと。 

(2) 略 

(3) 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けていた支給認定子ども（事業所内保

育事業を利用する支給認定子どもにあっては、第37条第２項に規定するその他の小学校就学前子ども

に限る。）を、当該特定地域型保育の提供の終了に際して、当該支給認定子どもに係る支給認定保護

者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れて特定教育・保育を提供すること。 

 

２・３ 略 

４ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の終了に際しては、支給認定子どもについて、連携

施設又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・保育との円滑な接続に資するよ
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 に資するよう、満３歳未満保育認定子どもに係る情報の提供その他連携施設、特定教育・保育施設等、

地域子ども・子育て支援事業を実施する者等との密接な連携に努めなければならない。 

 

（利用者負担額等の受領） 

第43条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育を提供した際は、教育・保育給付認定保護者から当該

特定地域型保育に係る利用者負担額（法第29条第３項第２号に掲げる額をいう。）の支払を受けるもの

とする。 

 

 

 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育給付認定保護者から、当該特

定地域型保育に係る特定地域型保育費用基準額（法第29条第３項第１号に掲げる額をいう。次項におい

て同じ。）の支払を受けるものとする。 

 

 

 

 

 

 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定地域型保育の提供に当たって、当該

特定地域型保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定地域型保育

に要する費用として見込まれるものの額と特定地域型保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内

で設定する額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受ける額のほか、特定地域型保育において提供される便宜

に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができ

る。 

(1)～(3)略  

(4) 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定地

域型保育事業の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保護者

に負担させることが適当と認められるもの 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費

用の額を支払った教育・保育給付認定保護者に対し交付しなければならない。 

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項の金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭の使

途及び額並びに教育・保育給付認定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにす

う、支給認定子どもに係る情報の提供その他連携施設、特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支

援事業を実施する者等との密接な連携に努めなければならない。 

 

（利用者負担額等の受領） 

第43条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含

む。以下この条及び第50条において準用する第14条において同じ。）を提供した際は、支給認定保護者

から当該特定地域型保育に係る利用者負担額（法第29条第３項第２号に掲げる額（当該特定地域型保育

事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第30条第２項第２号に規定する市町村が定め

る額とし、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては同項第３号に規定する市町村が定める額とす

る。）をいう。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受けないときは、支給認定保護者から、当該特定地域型保

育に係る特定地域型保育費用基準額（法第29条第３項第１号に掲げる額（その額が現に当該特定地域型

保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定地域型保育に要した費用の額）をいい、当該特定

地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第30条第２項第２号に規定する内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用

の額を超えるときは、当該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）を、特定利用地域型保育を提供

する場合にあっては同項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額

が現に当該特定利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定利用地域型保育に要し

た費用の額）をいう。次項において同じ。）の支払を受けるものとする。 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定地域型保育の提供に当たって、当該

特定地域型保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定地域型保育

に要する費用として見込まれるものの額と特定地域型保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内

で設定する額の支払を支給認定保護者から受けることができる。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受ける額のほか、特定地域型保育において提供される便宜

に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を支給認定保護者から受けることができる。 

 

(1)～(3)略  

(4) 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定地

域型保育事業の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、支給認定保護者に負担させ

ることが適当と認められるもの 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費

用の額を支払った支給認定保護者に対し交付しなければならない。 

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項の金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭の使

途及び額並びに支給認定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにするととも
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 るとともに、教育・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならない。

ただし、第４項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書によることを要しない。 

 

 （勤務体制の確保等） 

第47条 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定子どもに対し、適切な特定地域型保育を提供する

ことができるよう、特定地域型保育事業所ごとに職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員によって

特定地域型保育を提供しなければならない。ただし、満３歳未満保育認定子どもに対する特定地域型保

育の提供に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 略 

 

 （記録の整備） 

第49条 略 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定子どもに対する特定地域型保育の提供に関する次に掲

げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

(1) 略 

(2) 次条において準用する第12条の規定による特定地域型保育の提供の記録 

(3) 次条において準用する第19条の規定による市への通知に係る記録 

(4)・(5)略 

 

（準用） 

第50条 第８条から第14条まで（第10条及び第13条を除く。）、第17条から第19条まで及び第23条から第

33条までの規定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育事業所及び特定地域型保育について準用す

る。この場合において、第11条中「教育・保育給付認定子どもについて」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この款に

おいて同じ。）について」と、第12条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地域型保育」と、第14条

の見出し中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項中「施設型給付費（法第

27条第１項の施設型給付費をいう。以下」とあるのは「地域型保育給付費（法第29条第１項の地域型保

育給付費をいう。以下この項及び第19条において」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給

付費の」と、同条第２項中「特定教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」

と、第19条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と読み替えるものとする。 

 

 

 

に、支給認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならない。ただし、第４項の規

定による金銭の支払に係る同意については、文書によることを要しない。 

 

 （勤務体制の確保等） 

第47条 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに対し、適切な特定地域型保育を提供することができ

るよう、特定地域型保育事業所ごとに職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員によって

特定地域型保育を提供しなければならない。ただし、支給認定子どもに対する特定地域型保育の提供に

直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 略 

 

 （記録の整備） 

第49条 略 

２ 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに対する特定地域型保育の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

(1) 略 

(2) 次条において準用する第12条に規定する提供した特定地域型保育に係る必要な事項の提供の記録 

(3) 次条において準用する第19条に規定する市への通知に係る記録 

(4)・(5)略 

 

（準用） 

第50条 第８条から第14条まで（第10条及び第13条を除く。）、第17条から第19条まで及び第23条から第

33条までの規定は、特定地域型保育事業について準用する。この場合において、第14条第１項中「施設

型給付費（法第28条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下この項及び第19条において同

じ。）」とあるのは「地域型保育給付費（法第30条第１項に規定する特例地域型保育給付費を含む。以

下この項及び第19条において同じ。）」と、同項及び第19条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保

育給付費」と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

    第３節 特例地域型保育給付費に関する基準 
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      第３款 特例地域型保育給付費に関する基準 

 

 （特別利用地域型保育の基準） 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地域型保

育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、当該特別利用

地域型保育に係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育認定子ども（次条第１項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第19条

第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、

第37条第２項の規定により定められた利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合には、特定地域型

保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第30条第１項の特例

地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、この節（第40条

第２項を除き、前条において準用する第８条から第14条まで（第10条及び第13条を除く。）、第17条か

ら第19条まで及び第23条から第33条までを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この

場合において、第39条第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ど

もの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」

と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同

じ。）」とあるのは「法第19条第１項第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（第52条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該

特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもを含む。）」と、「法第20条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度

及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先

的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定地域型

保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第43条第１項

中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象

となる法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とある

のは「法第30条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中

「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」

とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要す

る費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

 

 

 （特別利用地域型保育の基準） 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、当該特別利用

地域型保育に係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認

定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域

型保育の対象となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもを含

む。）の総数が、第37条第２項の規定により定められた利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、特定地域型

保育には特別利用地域型保育を含むものとして、本章（第39条第２項及び第40条第２項を除く。）の規

定を適用する。 
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（特定利用地域型保育の基準） 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに対し特定利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地域型保

育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合には、当該特定利用

地域型保育に係る法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども（前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合にあって

は、当該特別利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第37条第２項の規定により定められた利用定員の数

を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合には、特定地域型

保育には特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものと

して、この節の規定を適用する。この場合において、第43条第１項中「教育・保育給付認定保護者」と

あるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限

る。）に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第30条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対象とな

る特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１項第２号

に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。）に要する費用」とする。 

 

   第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準 

 

 （趣旨） 

第53条 法第58条の４第２項の内閣府令で定める特定子ども・子育て支援施設等（法第30条の11第１項に

規定する特定子ども・子育て支援施設等をいう。）の運営に関する基準は、この章に定めるところによ

る。 

 

 （教育・保育その他の子ども・子育て支援の提供の記録） 

第54条 特定子ども・子育て支援提供者（法第30条の11第３項に規定する特定子ども・子育て支援提供者

をいう。以下同じ。）は、特定子ども・子育て支援（同条第１項に規定する特定子ども・子育て支援を

 

（特定利用地域型保育の基準） 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもに対し特定利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合には、当該特定利用

地域型保育に係る法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認

定子ども（前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特別利用地域

型保育の対象となる法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもを含

む。）の総数が、第37条第２項の規定により定められた利用定員の数を超えないものとする。 

 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合には、特定地域型

保育には特定利用地域型保育を含むものとして、本章の規定を適用する。 
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 いう。以下同じ。）を提供した際は、提供した日及び時間帯、当該特定子ども・子育て支援の具体的な

内容その他必要な事項を記録しなければならない。 

 

 （利用料及び特定費用の額の受領） 

第55条 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援を提供したときは、施設等利用給付

認定保護者（法第30条の５第３項に規定する施設等利用給付認定保護者をいう。以下同じ。）から、そ

の者との間に締結した契約により定められた特定子ども・子育て支援の提供の対価（子ども・子育て支

援法施行規則第28条の16に規定する費用（以下「特定費用」という。）に係るものを除く。以下「利用

料」という。）の額の支払を受けるものとする。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、前項の規定により支払を受ける額のほか、特定費用の額の支払を

施設等利用給付認定保護者から受けることができる。この場合において、特定子ども・子育て支援提供

者は、あらかじめ、当該支払を求める金銭の使途及び額並びに理由について書面により明らかにすると

ともに、施設等利用給付認定保護者に対して説明を行い、同意を得なければならない。 

 

 （領収証及び特定子ども・子育て支援提供証明書の交付） 

第56条 特定子ども・子育て支援提供者は、前条の規定による費用の支払を受ける際、当該支払をした施

設等利用給付認定保護者に対し、領収証を交付しなければならない。この場合において、当該領収証

は、利用料の額と特定費用の額とを区分して記載しなければならない。ただし、同条第２項に規定する

費用の支払のみを受ける場合は、この限りでない。 

２ 前項の場合において、特定子ども・子育て支援提供者は、当該支払をした施設等利用給付認定保護者

に対し、当該支払に係る特定子ども・子育て支援を提供した日及び時間帯、当該特定子ども・子育て支

援の内容、費用の額その他施設等利用費の支給に必要な事項を記載した特定子ども・子育て支援提供証

明書を交付しなければならない。 

 

 （法定代理受領の場合の読替え） 

第57条 特定子ども・子育て支援提供者が法第30条の11第３項の規定により市町村から特定子ども・子育

て支援に係る施設等利用費の支払を受ける場合における前２条の規定の適用については、第55条第１項

中「額」とあるのは「額から法第30条の11第３項の規定により市町村から支払を受けた施設等利用費の

額を控除して得た額」と、前条第１項中「利用料の額」とあるのは「利用料の額から法第30条の11第３

項の規定により市町村から支払を受けた施設等利用費の額を控除して得た額」と、同条第２項中「前項

の場合において、」とあるのは「法第30条の11第３項の規定により市町村から特定子ども・子育て支援

に係る施設等利用費の支払を受ける」と、「当該支払をした」とあるのは「当該市町村及び当該」と、

「交付し」とあるのは「交付し、及び当該施設等利用給付認定保護者に対し、当該施設等利用給付認定

保護者に係る施設等利用費の額を通知し」とする。 
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 （施設等利用給付認定保護者に関する市町村への通知） 

第58条 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援を受けている施設等利用給付認定子

ども（法第30条の８第１項に規定する施設等利用給付認定子どもをいう。以下同じ。）に係る施設等利

用給付認定保護者が偽りその他不正な行為によって施設等利用費の支給を受け、又は受けようとしたと

きは、遅滞なく、意見を付してその旨を当該支給に係る市町村に通知しなければならない。 

 

（施設等利用給付認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第59条 特定子ども・子育て支援提供者は、施設等利用給付認定子どもの国籍、信条、社会的身分又は特

定子ども・子育て支援の提供に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならな

い。 

 

 （秘密保持等） 

第60条 特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の職員及び管理者は、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た施設等利用給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た施設

等利用給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならな

い。 

３ 特定子ども・子育て支援提供者は、小学校、他の特定子ども・子育て支援提供者その他の機関に対し

て、施設等利用給付認定子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により当該施設等利用

給付認定子どもに係る施設等利用給付認定保護者の同意を得ておかなければならない。 

 

 （記録の整備） 

第61条 特定子ども・子育て支援提供者は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければ

ならない。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、第54条の規定による特定子ども・子育て支援の提供の記録及び第

58条の規定による市町村への通知に係る記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

 

   第３章 補則 

 

第62条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第４章 罰則 
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改  正  後 現     行 

  

第63条 子どものための教育・保育給付（法第11条に規定する子どものための教育・保育給付をいう。）

に係る教育若しくは保育を行う者若しくはこれを使用する者又はこれらの者であった者が、正当な理由

がなく法第14条第１項（法第30条の３において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規

定による報告若しくは物件の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出

若しくは提示をし、又は法第14条第１項の規定による当該職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚

偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したときは、10万円以下の

過料に処する。 

 

第64条 前条の過料の額は、情状により市長が定める。 

２ 前条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の日から起算

して10日以上を経過した日とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

１ 略 

（特定保育所に関する特例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第４章 補則 

 

第53条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第５章 罰則 

 

第54条 子どものための教育・保育給付（法第11条に規定する子どものための教育・保育給付をいう。）

に係る教育若しくは保育を行う者若しくはこれを使用する者又はこれらの者であった者が、正当な理由

がなく法第14条第１項の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告

若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による当該職員の質問に対して、答弁せ

ず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき

は、10万円以下の過料に処する。 

 

 

第55条 前条の過料の額は、情状により市長が定める。  

２ 前条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の日から起算

して10日以上を経過した日とする。 

 

   附 則 

１ 略 

 （特定保育所に関する特例） 
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 ２ 特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。以下同じ。）が特定教育・保育を提

供する場合にあっては、当分の間、第13条第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第

６条第１項に規定する特定保育所をいう。次項において同じ。）から特定教育・保育（保育に限る。第

19条において同じ。）を受ける者を除く。以下この項において同じ。）」と、同条第２項中「当該特定

教育・保育」とあるのは「当該特定教育・保育（特定保育所における特定教育・保育（保育に限る。）

を除く。）」と、同条第３項中「額の支払を」とあるのは「額の支払を、市の同意を得て、」と、第19

条中「施設型給付費の支給を受け、又は受けようとしたとき」とあるのは「法附則第６条第１項の規定

による委託費の支払の対象となる特定教育・保育の提供を受け、又は受けようとしたとき」とし、第６

条及び第７条の規定は適用しない。 

３ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。以下同じ。）が特定教育・保育を提

供する場合にあっては、当分の間、第13条第１項中「法第27条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保

育施設が」とあるのは「当該特定教育・保育施設が」と、「定める額とする。）をいう。）」とあるの

は「定める額をいう。）」と、同条第２項中「法第27条第３項第１号に規定する額」とあるのは「法附

則第６条第３項の規定により読み替えられた法第28条第２項第１号に規定する内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条第３項中「額の支払を」とあるのは「額の支払を、市の同意を得

て、」と、第19条中「施設型給付費の支給を受け、又は受けようとしたとき」とあるのは「法附則第６

条第１項の規定による委託費の支払の対象となる特定教育・保育の提供を受け、又は受けようとしたと

き」と、第54条中「教育・保育給付をいう。」とあるのは「教育・保育給付をいい、法附則第６条第１

項に規定する委託費の支払を含む。」とし、第６条及び第７条の規定は適用しない。 

３ 略 

 （施設型給付費等に関する経過措置） 

４ 特定教育・保育施設が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども

に対して特定教育・保育又は特別利用保育を提供する場合においては、当分の間、第13条第１項中「法

第27条第３項第２号に掲げる額」とあるのは「法附則第９条第１項第１号イに規定する市町村が定める

額」と、「法第28条第２項第２号に規定する市町村が定める額」とあるのは「法附則第９条第１項第２

号ロ(1)に規定する市町村が定める額」と、同条第２項中「法第27条第３項第１号に規定する額（その

額が現に当該特定教育・保育に要した費用を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の

額）」とあるのは「法附則第９条第１項第１号イに規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した

額（その額が現に当該特定教育・保育に要した費用を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した

費用の額）及び同号ロに規定する市町村が定める額」と、「法第28条第２項第２号に規定する内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用を超えるとき

は、当該現に特別利用保育に要した費用の額）」とあるのは「法附則第９条第１項第２号ロ(1)に規定

する内閣総理大臣が定める基準により算定した額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用を超え

るときは、当該現に特別利用保育に要した費用の額）及び同号ロ(2)に規定する市町村が定める額」と

する。 

５ 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

もに対して特別利用地域型保育を提供する場合においては、当分の間、第43条第１項中「法第30条第２

項第２号に規定する市町村が定める額」とあるのは「法附則第９条第１項第３号イ(1)に規定する市町

村が定める額」と、同条第２項中「法第30条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に

特別利用地域型保育に要した費用の額）」とあるのは「法附則第９条第１項第３号イ(1)に規定する内

閣総理大臣が定める基準により算定した額（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用を超え

るときは、当該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）及び同号イ(2)に規定する市町村が定める
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４・５ 略 

 

額」とする。 

６・７ 略 

 

 



奥州市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担に関する条例新旧対照表 No.1 

改  正  後 現     行 

  （利用者負担額） 

第３条 教育・保育給付認定保護者（教育・保育給付認定子どもの扶養義務者を含む。以下同じ。）が負

担する利用者負担額（奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成26年奥州市条例第24号）第13条第１項に規定する利用者負担額及び同条例第43条第１項に規

定する利用者負担額をいう。以下同じ。）は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおり

とする。 

(1) 子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号。以下「令」という。）第４条第１項第１号

に掲げる教育認定子ども 零 

(2) 令第４条第１項第２号に掲げる満３歳以上保育認定子ども 零 

(3) 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定子ども 別表第１に定める額 

２ 前項第３号の規定にかかわらず、月の途中において、入園若しくは入所をし、又は退園若しくは退所

をした場合における当該月の利用者負担額は、日割計算を原則とする。この場合において、その額に10

円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てるものとする。 

 

（休日等の利用に係る利用者負担） 

第４条 前条に定めるもののほか、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定す

る休日その他の規則で定める日において保育を利用した教育・保育給付認定保護者は、その利用に係る

利用者負担額を支払わなければならない。  

２ 略 

 

（利用者負担額の徴収） 

第５条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設から教育又は保育を受けた教育・保育給付認定子ども

の教育・保育給付認定保護者から、前２条に定める利用者負担額を徴収する。ただし、当該教育・保育

給付認定保護者が市の区域外に居住するときは、その居住する市町村の定める額を徴収するものとす

る。 

 

   附 則 

１～４ 略 

 

 

 

 

 

 

 （利用者負担額） 

第３条 支給認定保護者（支給認定子どもの扶養義務者を含む。以下同じ。）が負担する利用者負担額

（奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成26年奥州

市条例第24号）第13条第１項に規定する利用者負担額及び同条例第43条第１項に規定する利用者負担額

をいう。以下同じ。）は、別表第１のとおりとする。 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定にかかわらず、月の途中において、入園若しくは入所をし、又は退園若しくは退所をした

場合における当該月の利用者負担額は、日割計算を原則とする。この場合において、その額に10円未満

の端数が生じるときは、これを切り捨てるものとする。 

 

（休日等の利用に係る利用者負担） 

第４条 前条に定めるもののほか、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定す

る休日その他の規則で定める日において保育を利用した支給認定保護者は、その利用に係る利用者負担

額を支払わなければならない。  

２ 略 

 

 （利用者負担額の徴収） 

第５条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設から教育又は保育を受けた支給認定子どもの支給認定

保護者から、前２条に定める利用者負担額を徴収する。ただし、当該支給認定保護者が市の区域外に居

住するときは、その居住する市町村の定める額を徴収するものとする。 

 

 

   附 則 

１～４ 略 

 （平成27年度から平成30年度までにおける利用者負担額の特例） 

５ 平成27年度から平成30年度までにおける別表第１の教育標準時間基準額表の適用を受ける者（市が設

置する特定教育・保育施設に通う１号認定子どもに限る。）に係る月額の利用者負担額は、次の表の左

欄に掲げる年度における同表の中欄に掲げる階層の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額とす

る。 

平成27年度 Ｃ 4,500円 
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別表第１（第３条関係） 

各月初日在籍児童の世帯階層 利用者負担額（月額） 

階層 定義 標準時間 短時間 

Ａ 生活保護世帯等又は教育・保育給付

認定保護者が里親である世帯 

０円 ０円 

Ｂ Ａ階層を除き、当該年度分（４月か

ら８月までにあっては、前年度分。

以下同じ。）の市町村民税が非課税

である世帯 

０円 

 

 

０円 

Ｃ１ Ａ階層及びＢ階層

を除き、当該年度

分の市町村民税の

所得割が非課税で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

8,500円 8,000円 

Ｃ２ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が30,000円未

満である世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

11,000円 10,400円 

Ｄ１ 5,700円 

Ｄ２ 6,400円 

平成28年度 Ｃ 5,000円 

Ｄ１ 7,400円 

Ｄ２ 8,800円 

平成29年度 Ｃ 5,300円 

Ｄ１ 9,100円 

Ｄ２ 11,200円 

平成30年度 Ｄ１ 10,800円 

Ｄ２ 13,600円 

 

別表第１（第３条関係） 

教育標準時間基準額表 

各月初日在籍児童の世帯階層 利用者負担額 

（月額） 階層 定義 

Ａ 生活保護世帯等 ０円 

Ｂ Ａ階層を除き、当該年度分（４月から８

月までにあっては、前年度分。以下同

じ。）の市町村民税の所得割が非課税で

ある世帯又は支給認定保護者が養育里親

等である世帯 

ひとり親世帯等 ０円 

ひとり親世帯等以外の

世帯 

2,200円 

Ｃ Ａ階層及びＢ階層を除き、当該年度分の

市町村民税の所得割が課税である世帯で

あって、その所得割の額が77,101円未満

である世帯 

ひとり親世帯等 2,200円 

ひとり親世帯等以外の

世帯 

4,200円 

Ｄ１ Ａ階層及びＢ階層を除き、当該年度分の

市町村民税の所得割が課税である世帯で

あって、その所得割の額の区分が次の区

分に該当するもの 

77,101円以上 

211,201円未満 

12,600円 

Ｄ２ 211,201円以上 15,900円 

保育時間基準額表 

各月初日在籍児童の世帯階層 利用者負担額（月額） 

階層 定義 
３歳未満児 ３歳以上児 

標準時間 短時間 標準時間 短時間 



奥州市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担に関する条例新旧対照表 No.3 

改  正  後 現     行 

 Ｃ３ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が30,000円以

上48,600円未満で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

14,000円 13,300円 

Ｄ１ａ Ａ階層を除き、当

該年 度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が48,600円以

上57,700円未満で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

16,500円 15,600円 

Ｄ１ｂ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が57,700円以

上63,600円未満で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

16,500円 15,600円 

Ｄ２ａ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が63,600円以

上77,101円未満で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

20,000円 19,000円 

Ｄ２ｂ Ａ階層を除き、当 77,101円以上 20,000円 19,000円 

Ａ 生活保護世帯等又は支給認定保護者

が里親である世帯 

０円 ０円 ０円 ０円 

Ｂ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税が非課税であ

る世帯 

ひとり親世帯等 ０円 ０円 ０円 ０円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

4,000円 3,800円 3,000円 2,800円 

Ｃ１ Ａ階層及びＢ階層

を除き、当該年度 

分の市町村民税の

所得割が非課税で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 2,500円 2,350円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

8,500円 8,000円 5,000円 4,700円 

Ｃ２ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が30,000円未

満である世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 3,000円 2,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

11,000円 10,400円 8,000円 7,600円 

Ｃ３ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が30,000円以

上48,600円未満で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 3,000円 2,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

14,000円 13,300円 11,000円 10,400円 

Ｄ１ａ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が48,600円以

上57,700円未満で

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 3,000円 2,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

16,500円 15,600円 14,000円 13,300円 



奥州市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担に関する条例新旧対照表 No.4 

改  正  後 現     行 

 該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額の区分が次の

区分に該当するも

の 

78,600円未満 

Ｄ３ 78,600円以上 

97,000円未満 

24,000円 22,800円 

Ｄ４ 97,000円以上 

117,000円未満 

28,000円 26,600円 

Ｄ５ 117,000円以上 

141,900円未満 

33,000円 31,300円 

Ｄ６ 141,900円以上 

169,000円未満 

38,000円 36,100円 

Ｄ７  169,000円以上 

200,100円未満 

42,000円 39,900円 

Ｄ８  200,100円以上 

250,000円未満 

46,000円 43,700円 

Ｄ９  250,000円以上 

301,000円未満 

50,000円 47,500円 

Ｄ10  301,000円以上 

397,000円未満 

53,000円 50,300円 

Ｄ11  397,000円以上 56,000円 53,000円 

備考 

１ この表の適用を受ける者は、特定教育・保育（保育に限る。）又は特定地域型保育（特別利用地

域型保育を除く。）を受けた者とし、おおむね法第19条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就

学前子どもに適用する。 

２ この表における児童の年齢の区分については、子どものための教育・保育給付に係る教育又は保

育が行われた日の属する年度の初日の前日の満年齢の区分とし、その区分は、当該年度中に限り変

更しない。 

３ この表において、「標準時間」とは、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44

号）第４条第１項に規定する１月当たり平均275時間まで（１日当たり11時間までに限る。）の保

育必要量をいい、「短時間」とは、同項に規定する１月当たり平均200時間まで（１日当たり８時

間までに限る。）の保育必要量をいう。 

４ この表において「生活保護世帯等」とは、生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護世

帯及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付を受けている世帯をいう。 

５ この表において「ひとり親世帯等」とは、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129

号）第６条第６項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの属する世帯その他の

ある世帯 

Ｄ１ｂ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が57,700円以

上63,600円未満で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 3,000円 2,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

16,500円 15,600円 14,000円 13,300円 

Ｄ２ａ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額が63,600円以

上77,101円未満で

ある世帯 

ひとり親世帯等 4,000円 3,800円 3,000円 2,800円 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

20,000円 19,000円 17,000円 16,100円 

Ｄ２ｂ Ａ階層を除き、当

該年度分の市町村

民税の所得割が課

税である世帯であ

って、その所得割

の額の区分が次の

区分に該当するも

の 

77,101円以上 

78,600円未満 

20,000円 19,000円 17,000円 16,100円 

Ｄ３ 78,600円以上 

97,000円未満 

24,000円 22,800円 21,000円 19,900円 

Ｄ４ 97,000円以上 

117,000円未満 

28,000円 26,600円 25,000円 23,700円 

Ｄ５ 117,000円以上 

141,900円未満 

33,000円 31,300円 27,000円 25,600円 

Ｄ６ 141,900円以上 

169,000円未満 

38,000円 36,100円 29,000円 27,500円 

Ｄ７  169,000円以上 

200,100円未満 

42,000円 39,900円 29,000円 27,500円 

Ｄ８  200,100円以上 

250,000円未満 

46,000円 43,700円 29,000円 27,500円 

Ｄ９  250,000円以上 

301,000円未満 

50,000円 47,500円 29,000円 27,500円 



奥州市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担に関する条例新旧対照表 No.5 

改  正  後 現     行 

 規則で定める世帯をいう。 

６ この表において「里親」とは、児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親をいう。 

  ７ この表における「所得割」とは、地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第１項第２号に規定

する所得割（同法第328条の規定により課する所得割を除く。）をいい、その額は、規則で定める

ところにより計算する。 

  ８ 次の各号のいずれかに該当する者は、この表に掲げる利用者負担額の半額とする。 

(1) 規則で定める要件を満たす者が２人以上いる世帯にいる年齢順に上から２番目の負担額算定基

準子ども（令第13条第２項に規定する負担額算定基準子どもをいう。以下同じ。）が教育・保育

給付認定子どもである場合の当該教育・保育給付認定子ども 

(2) 前号に該当する場合を除き、規則で定める要件を満たす者が２人以上いる世帯にいる当該教

育・保育給付認定保護者に係る年齢順に上から２番目の特定被監護者等（令第14条に規定する特

定被監護者等をいう。以下同じ。）が教育・保育給付認定子どもである場合の当該教育・保育給

付認定子ども 

９ 次の各号のいずれかに該当する者は、この表の規定にかかわらず、利用者負担額を０円とする。 

(1) 規則で定める要件を満たす者が３人以上いる世帯にいる年齢順に上から３番目以降の負担額算

定基準子どもが教育・保育給付認定子どもである場合の当該教育・保育給付認定子ども 

(2) 前号に該当する場合を除き、規則で定める要件を満たす者が３人以上いる世帯にいる当該教

育・保育給付認定保護者に係る年齢順に上から３番目以降の特定被監護者等が教育・保育給付認

定子どもである場合の当該教育・保育給付認定子ども 

(3) 前２号に該当する場合を除き、規則で定める要件を満たす者が２人以上いるひとり親世帯等に

いる当該教育・保育給付認定保護者に係る年齢順に上から２番目以降の特定被監護者等が教育・

保育給付認定子どもである場合の当該教育・保育給付認定子ども 

(4) 前３号に該当する場合を除き、規則で定める要件を満たす者が３人以上いる世帯にいる年齢順

に上から３番目以降の特定被監護者等が教育・保育給付認定子どもである場合の当該教育・保育

給付認定子ども 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ10  301,000円以上 

397,000円未満 

53,000円 50,300円 29,000円 27,500円 

Ｄ11  397,000円以上 56,000円 53,000円 29,000円 27,500円 

備考 

１ 「教育標準時間基準額表」の適用を受ける者は、特定教育・保育（教育に限る。）、特別利用教

育、特別利用保育又は特別利用地域型保育を受けた者とし、おおむね法第19条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに適用する。 

２ 「保育時間基準額表」の適用を受ける者は、特定教育・保育（保育に限る。）又は特定地域型保

育（特別利用地域型保育を除く。）を受けた者とし、おおむね法第19条第１項第２号又は第３号に

掲げる小学校就学前子どもに適用する。 

３ 「保育時間基準額表」における児童の年齢の区分については、子どものための教育・保育給付に

係る教育又は保育が行われた日の属する年度の初日の前日の満年齢の区分とし、その区分は、当該

年度中に限り変更しない。 

４ 「保育時間基準額表」において、「標準時間」とは、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年

内閣府令第44号）第４条第１項に規定する１月当たり平均275時間まで（１日当たり11時間までに

限る。）の保育必要量をいい、「短時間」とは、同項に規定する１月当たり平均200時間まで（１

日当たり８時間までに限る。）の保育必要量をいう。 

５ この表において「生活保護世帯等」とは、生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護世

帯及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付を受けている世帯をいう。 

６ この表において「ひとり親世帯等」とは、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129

号）第６条第６項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの属する世帯その他の

規則で定める世帯をいう。 

７ この表において「養育里親等」とは、子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号。以

下「令」という。）第４条第１項第４号に規定する養育里親等をいい、「里親」とは、児童福祉法

第６条の４第１項に規定する里親をいう。 

８ この表における「所得割」とは、地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第１項第２号に規定

する所得割（同法第328条の規定により課する所得割を除く。）をいい、その額は、規則で定める

ところにより計算する。 

９ 次の各号のいずれかに該当する者は、この表に掲げる利用者負担額の半額とする。 

(1) 規則で定める要件を満たす者が２人以上いる世帯にいる年齢順に上から２番目の負担額算定基

準子ども（令第14条に規定する負担額算定基準子どもをいう。以下同じ。）が支給認定子どもで

ある場合の当該支給認定子ども 

(2) 前号に該当する場合を除き、規則で定める要件を満たす者が２人以上いる世帯にいる当該支給



奥州市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担に関する条例新旧対照表 No.6 

改  正  後 現     行 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２（第４条関係） 

 表 略 

備考 この表における階層は、別表第１に規定する階層区分に準じるものとする。 

認定保護者に係る年齢順に上から２番目の特定被監護者等（令第14条の２第１項に規定する特定

被監護者等をいう。以下同じ。）が支給認定子どもである場合の当該支給認定子ども 

10 次の各号のいずれかに該当する者は、この表の規定にかかわらず、利用者負担額を０円とする。 

(1) 規則で定める要件を満たす者が３人以上いる世帯にいる年齢順に上から３番目以降の負担額算

定基準子どもが支給認定子どもである場合の当該支給認定子ども 

(2) 前号に該当する場合を除き、教育標準時間基準額表のＢ階層又は保育時間基準額表のＢ階層の

階層区分に該当する世帯（ひとり親世帯等を除く。）のうち、規則で定める要件を満たす者が２

人以上いる世帯にいる当該支給認定保護者に係る年齢順に上から２番目以降の特定被監護者等が

支給認定子どもである場合の当該支給認定子ども 

(3) 第１号に該当する場合を除き、規則で定める要件を満たす者が３人以上いる世帯にいる当該支

給認定保護者に係る年齢順に上から３番目以降の特定被監護者等が支給認定子どもである場合の

当該支給認定子ども 

(4) 第１号及び前号に該当する場合を除き、規則で定める要件を満たす者が２人以上いるひとり親

世帯等にいる当該支給認定保護者に係る年齢順に上から２番目以降の特定被監護者等が支給認定

子どもである場合の当該支給認定子ども 

(5) 前各号に該当する場合を除き、規則で定める要件を満たす者が３人以上いる世帯にいる年齢順

に上から３番目以降の特定被監護者等が支給認定子どもである場合の当該支給認定子ども 

 

別表第２（第４条関係） 

 表 略 

 備考 この表における階層は、別表第１の保育時間基準額表に規定する階層区分に準じるものとする。 

 

 



奥州市立教育・保育施設における特別保育の実施に関する条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

  （特別保育の実施） 

第３条 略 

２ 特別保育は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める事由に該当すると認められる場合に実

施する。 

(1) 略 

(2) 一時預かり 対象児が次のア又はイに掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定める要件に該当すると

認められるとき。 

ア 略 

イ 幼稚園型 主として市立教育・保育施設に在籍する１号認定子ども（法第19条第１項第１号に掲

げる者であって、法第20条第４項に規定する教育・保育給付認定を受けたものをいう。）であっ

て、かつ、当該対象児の保護者がア(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当するとき。 

 (3) 略 

 

別表（第５条関係） 

 表 略 

 備考 

  １～５ 略 

  ６ 「病後児保育基準額表」における区分は、奥州市子どものための教育・保育給付に係る利用者負

担に関する条例（平成27年奥州市条例第11号）別表第１に規定する階層区分に準じるものとする。

ただし、市外に住所を有する対象児の病後児保育に係る区分は、Ｃ２階層からＤ11階層までの区分

を適用する。 

 （特別保育の実施） 

第３条 略 

２ 特別保育は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める事由に該当すると認められる場合に実

施する。 

(1) 略 

(2) 一時預かり 対象児が次のア又はイに掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定める要件に該当すると

認められるとき。 

ア 略 

イ 幼稚園型 主として市立教育・保育施設に在籍する１号認定子ども（法第19条第１項第１号に掲

げる者であって、法第20条第４項に規定する支給認定を受けたものをいう。）であって、かつ、当

該対象児の保護者がア(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当するとき。 

 (3) 略 

 

別表（第５条関係） 

 表 略 

 備考 

  １～５ 略 

  ６ 「病後児保育基準額表」における区分は、奥州市子どものための教育・保育給付に係る利用者負

担に関する条例（平成27年奥州市条例第11号）別表第１の保育時間基準額表に規定する階層区分に

準じるものとする。ただし、市外に住所を有する対象児の病後児保育に係る区分は、Ｃ２階層から

Ｄ11階層までの区分を適用する。 

 



奥州市立幼保連携型認定こども園条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) １号認定子ども 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第19条第１

項第１号に掲げる者であって、法第20条第４項に規定する教育・保育給付認定を受けたものをいう。 

(2) ２号認定子ども 法第19条第１項第２号に掲げる者であって、法第20条第４項に規定する教育・保

育給付認定を受けたものをいう。 

(3) ３号認定子ども 法第19条第１項第３号に掲げる者であって、法第20条第４項に規定する教育・保

育給付認定を受けたものをいう。 

 

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) １号認定子ども 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第19条第１

項第１号に掲げる者であって、法第20条第４項に規定する支給認定を受けたものをいう。 

(2) ２号認定子ども 法第19条第１項第２号に掲げる者であって、法第20条第４項に規定する支給認定

を受けたものをいう。 

(3) ３号認定子ども 法第19条第１項第３号に掲げる者であって、法第20条第４項に規定する支給認定

を受けたものをいう。 

 

 

 

 



奥州市印鑑条例新旧対照表 No.1 

改  正  後 現     行 

 （登録資格） 

第２条 印鑑の登録を受けることができる者は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下「法」とい

う。）に基づき、本市が備える住民基本台帳に記録されている者とする。 

２ 略 

 

（印鑑の登録） 

第４条 略 

２・３ 略 

４ 市長は、第１項に規定する確認及び審査の後、印鑑登録原票に印影のほか当該登録申請者に係る次に

掲げる事項を登録しなければならない。 

 (1)・(2)略 

 (3) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号。

以下「令」という。）第30条の13に規定する旧氏をいう。以下同じ。）の記載（法第６条第３項の規

定により磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を

含む。以下同じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）がされている場合にあ

っては氏名及び当該旧氏、法第30条の45に規定する外国人住民（以下「外国人住民」という。）に係

る住民票に令第30条の16第１項に規定する通称（以下「通称」という。）の記載がされている場合に

あっては氏名及び当該通称） 

 (4) 略 

 

(5) 略 

 (6) 外国人住民が住民票の備考欄（令第６条の２の規定により市長が住民票に記載することが必要であ

ると認めるものを記録する部分をいう。以下同じ。）に記載がされている氏名の片仮名表記又はその

一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を受ける場合にあっては、当該氏名の片仮名

表記 

５ 前項各号に掲げる事項については、磁気ディスクをもって調製することができる。 

 

 

 （登録できない印鑑） 

第５条 略 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する印鑑を登録してはならない。 

 (1) 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、名、旧氏若しくは通称又は氏名、旧氏若しくは通称の一

部を組み合わせたもので表していないもの 

 (2) 職業、資格その他氏名、旧氏又は通称以外の事項を表しているもの 

（登録資格） 

第２条 印鑑の登録を受けることができる者は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下「法」とい

う。）に基づき、本市の住民基本台帳に記録されている者とする。 

２ 略 

 

（印鑑の登録） 

第４条 略 

２・３ 略 

４ 市長は、第１項に規定する確認及び審査の後、印鑑登録原票に印影のほか当該登録申請者に係る次に

掲げる事項を登録しなければならない。 

 (1)・(2)略 

 (3) 氏名（法第30条の45に規定する外国人住民（以下「外国人住民」という。）に係る住民票に住民基

本台帳施行令（昭和42年政令第292号。以下「令」という。）第30条の26第１項に規定する通称（以

下「通称」という。）が記録されている場合にあっては、氏名及び通称） 

 

 

 

 

 (4) 略 

(5) 男女の別 

(6) 略 

(7) 外国人住民が住民票の備考欄（令第６条の２の規定により市長が住民票に記載することが必要であ

ると認めるものを記録する部分をいう。以下同じ。）に記録されている氏名の片仮名表記又はその一

部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を受ける場合にあっては、当該氏名の片仮名表

記 

 

５ 前項各号に掲げる事項については、磁気ディスク（これに準じる方法により一定の事項を確実に記録

しておくことができるものを含む。）をもって調製することができる。 

 

（登録できない印鑑） 

第５条 略 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する印鑑を登録してはならない。 

 (1) 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、名若しくは通称又は氏名若しくは通称の一部を組み合わ

せたもので表していないもの 



奥州市印鑑条例新旧対照表 No.2 

改  正  後 現     行 

  (3)～(11)略 

３ 市長は、前項第１号及び第２号の規定にかかわらず、外国人住民が住民票の備考欄に記載がされてい

る氏名の片仮名表記又はその一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を受けようとする

場合には、当該印鑑を登録することができる。 

 

（印鑑登録の抹消） 

第12条 略 

２ 市長は、被登録者が転出したこと、死亡したこと、氏名、氏（氏に変更があった者にあっては、住民 

 票に記載がされている旧氏を含む。）若しくは名（外国人住民にあっては、通称又は氏名の仮名表記を

含む。）を変更したこと（登録されている印影を変更する必要のない場合を除く。）又は外国人住民に

あっては法第30条の45の表の上欄に掲げる者ではなくなったこと（日本の国籍を取得した場合を除

く。）その他被登録者に係る印鑑の登録を抹消すべき理由が生じたことを知ったときは、職権で当該印

鑑の登録を抹消しなければならない。この場合において、転出したこと、死亡したこと又は法第30条の

45の表の上欄に掲げる者ではなくなったこと（日本の国籍を取得した場合を除く。）を除く理由により

登録を抹消したときは、被登録者にその旨を通知しなければならない。 

 

（印鑑登録証明書の記載事項） 

第14条 市長は、印鑑登録証明書には、印鑑登録原票に登録されている印影の写し、次に掲げる事項及び

印鑑登録原票に登録された印影と相違ない旨を記載しなければならない。 

(1) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載がされている場合にあっては氏名及び当該旧

氏、外国人住民に係る住民票に通称の記載がされている場合にあっては氏名及び当該通称） 

 (2) 略 

 

(3) 略 

  (4) 外国人住民が住民票の備考欄に記載がされている氏名の片仮名表記又はその一部を組み合わせたも

ので表されている印鑑により登録を受ける場合にあっては、当該氏名の片仮名表記  

 (2) 職業、資格その他氏名又は通称以外の事項を表しているもの 

 (3)～(11)略 

３ 市長は、前項第１号及び第２号の規定にかかわらず、外国人住民が住民票の備考欄に記録されている

氏名の片仮名表記又はその一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を受けようとする場

合には、当該印鑑を登録することができる。 

 

（印鑑登録の抹消） 

第12条 略 

２ 市長は、被登録者が転出したこと、死亡したこと、氏名、氏若しくは名（外国人住民にあっては、通

称又は氏名の片仮名表記を含む。）を変更したこと（登録されている印影を変更する必要のない場合を

除く。）又は外国人住民にあっては法第30条の45の表の上欄に掲げる者ではなくなったこと（日本の国

籍を取得した場合を除く。）その他被登録者に係る印鑑の登録を抹消すべき理由が生じたことを知った

ときは、職権で当該印鑑の登録を抹消しなければならない。この場合において、転出したこと、死亡し

たこと又は法第30条の45の表の上欄に掲げる者ではなくなったこと（日本の国籍を取得した場合を除

く。）を除く理由により登録を抹消したときは、被登録者にその旨を通知しなければならない。 

 

 

（印鑑登録証明書の記載事項） 

第14条 市長は、印鑑登録証明書には、印鑑登録原票に登録されている印影の写し、次に掲げる事項及び

印鑑登録原票に登録された印影と相違ない旨を記載しなければならない。 

(1) 氏名（外国人住民に係る住民票に通称が記載されている場合にあっては、氏名及び通称） 

 

(2) 略 

  (3) 男女の別 

 (4) 略 

 (5) 外国人住民が住民票の備考欄に記録されている氏名の片仮名表記又はその一部を組み合わせたもの 

  で表されている印鑑により登録を受ける場合にあっては、当該氏名の片仮名表記 

 



奥州市手数料条例新旧対照表 No.1 

改  正  後 現     行 

 別表第１（第２条関係） 

事務 名称 金額 

略 略 略 

15の２ 建築基準法第86

条の８第１項又は第３

項の規定に基づく既存

の一の建築物について

２以上の工事に分けて

行う工事の全体計画の

認定の申請に対する審

査 

既存の一の

建築物につ

いて、２以

上の工事に

分けて行う

工事の全体

計画の認定

申請手数料 

１件につき床面積の合計が30平方メートル以内のものに

あっては8,000円、30平方メートルを超え100平方メート

ル以内のものにあっては１万4,000円、100平方メートル

を超え200平方メートル以内のものにあっては２万1,000

円、200平方メートルを超え500平方メートル以内のもの

にあっては２万7,000円、500平方メートルを超えるもの

にあっては４万8,000円 

15の３ 建築基準法第87

条の３第３項又は第５

項の規定に基づく建築

物の用途を変更して一

時的に他の用途の建築

物として使用する場合

の許可の申請に対する

審査 

建築物を一

時的に他の

用途として

使用する場

合の許可申

請手数料 

１件につき床面積の合計が100平方メートル以内のものに

あっては６万円、100平方メートルを超え500平方メート

ル以内のものにあっては８万円 

略 略 略 

備考 

１ 略  

２ 15の２の項の認定を受けて建築物の増築若しくは改築をしようとする場合又は建築基準法第87条

の２第１項若しくは同条第２項において準用する同法第86条の８第３項の認定を受けて建築物の用

途を変更しようとする場合における６の項に規定する建築物に関する確認申請手数料は、当該額の

２分の１の額（その額に1,000円未満の端数があるときは、これを1,000円とする。）とし、15の２

の項の床面積の合計は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める面積について算出する。  

(1) 建築物を増築し、又は改築する場合（次号に掲げる場合を除く。） 当該増築又は改築に係る

部分の床面積  

(2) 建築基準法第86条の８第１項の認定を受けた全体計画を変更して建築物を増築し、又は改築す

る場合 当該全体計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積が増加する部分にあっては

、当該増加する部分の床面積） 

(3) 建築基準法第87条の２第１項又は同条第２項において準用する同法第86条の８第３項の認定を

受けて建築物の用途を変更しようとする場合 当該用途の変更に係る部分の床面積の２分の１ 

別表第１（第２条関係） 

事務 名称 金額 

略 略 略 

15の２ 建築基準法第86

条の８第１項又は第３

項の規定に基づく既存

の一の建築物について

２以上の工事に分けて

行う工事の全体計画の

認定の申請に対する審

査 

既存の一の

建築物につ

いて、２以

上の工事に

分けて行う

工事の全体

計画の認定

申請手数料 

１件につき床面積の合計が30平方メートル以内のものに

あっては5,000円、30平方メートルを超え100平方メート

ル以内のものにあっては9,000円、100平方メートルを超

え200平方メートル以内のものにあっては１万4,000円、

200平方メートルを超え500平方メートル以内のものにあ

っては１万9,000円、500平方メートルを超えるものにあ

っては３万4,000円 

略 略 略 

備考 

１ 略  

２ 15の２の項の認定を受けて建築物の増築、改築をしようとする場合における、６の項に規定する

建築物に関する確認申請手数料は、当該額の２分の１の額（その額に1,000円未満の端数があると

きは、これを1,000円とする。）とし、15の２の項の床面積の合計は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める面積について算出する。 

 

(1) 建築物を増築し、又は改築する場合（次号に掲げる場合を除く。） 当該増築又は、改築に係

る部分の床面積  

(2) 建築基準法第86条の８第１項の認定を受けた全体計画を変更して建築物を増築し、又は改築す

る場合 当該全体計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積が増加する部分にあっては

、当該増加する部分の床面積） 

 

 



奥州市手数料条例新旧対照表 No.2 

改  正  後 現     行 

 ３ 略 

 

別表第４（第２条関係） 

事 務 名 称 金 額 

略 略 略 

12 火薬類取締法第31条第３項の規定に

基づく丙種火薬類製造保安責任者免状

又は火薬類取扱保安責任者免状に係る

試験の実施 

丙種火薬類

製造保安責

任者試験等

手数料 

１万8,000円 

略 略 略 

27 高圧ガス保安法施行令（平成９年政

令第20号）第18条第２項第１号の規定

に基づく高圧ガス保安法第31条第２項

に規定する製造保安責任者試験の実施 

製造保安責

任者試験手

数料 

(1) 乙種化学責任者免状に係る製造保安

責任者試験 9,300円 

(2) 丙種化学責任者免状に係る製造保安

責任者試験 8,700円 

(3) 乙種機械責任者免状に係る製造保安 

責任者試験 9,300円 

(4) 第２種冷凍機械責任者免状に係る製

造保安責任者試験 9,300円 

(5) 第３種冷凍機械責任者免状に係る製

造保安責任者試験 8,700円 

28 高圧ガス保安法第31条第２項の規定

に基づく販売主任者試験の実施 

販売主任者

試験手数料 

(1) 第１種販売主任者免状に係る販売主

任者試験 7,900円  

(2) 第２種販売主任者免状に係る販売主

任者試験 6,200円 

略 略 略 
 

  ３ 略 

 

別表第４（第２条関係） 

事 務 名 称 金 額 

略 略 略 

12 火薬類取締法第31条第３項の規定に

基づく丙種火薬類製造保安責任者免状

又は火薬類取扱保安責任者免状に係る

試験の実施 

丙種火薬類

製造保安責

任者試験等

手数料 

１万2,000円 

略 略 略 

27 高圧ガス保安法施行令（平成９年政

令第20号）第18条第２項第１号の規定

に基づく高圧ガス保安法第31条第２項

に規定する製造保安責任者試験の実施 

製造保安責

任者試験手

数料 

(1) 乙種化学責任者免状に係る製造保安

責任者試験 １万円 

(2) 丙種化学責任者免状に係る製造保安

責任者試験 9,400円 

(3) 乙種機械責任者免状に係る製造保安

責任者試験 １万円 

(4) 第２種冷凍機械責任者免状に係る製

造保安責任者試験 １万円 

(5) 第３種冷凍機械責任者免状に係る製

造保安責任者試験 9,400円 

28 高圧ガス保安法第31条第２項の規定

に基づく販売主任者試験の実施 

販売主任者

試験手数料 

(1) 第１種販売主任者免状に係る販売主

任者試験 8,500円 

(2) 第２種販売主任者免状に係る販売主

任者試験 6,700円 

略 略 略 
 

 



奥州市立幼稚園条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 （名称、定員及び位置） 

第２条 幼稚園の名称、定員及び位置は、次のとおりとする。 

名称 定員 位置 

略 略 略 

奥州市立小山東幼稚園 160人 奥州市胆沢小山字後大畑116番地 

   

略 略 略 
 

（名称、定員及び位置） 

第２条 幼稚園の名称、定員及び位置は、次のとおりとする。 

名称 定員 位置 

略 略 略 

奥州市立小山東幼稚園 160人 奥州市胆沢小山字後大畑116番地 

奥州市立小山西幼稚園 115人 奥州市胆沢小山字荒屋敷275番地 

略 略 略 
 

 



奥州市立幼稚園条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この条例は、平成33年４月１日から施行する。 

 



ヒロノ福祉パーク交流施設条例新旧対照表  

改  正  後 現     行 

 別表第１（第５条、第６条関係）  

施設名 コミュニティホール 市民ギャラリー 会議室 和室 視聴覚室 ふれあい広場 

 

別表第２（第８条関係） 

１ コミュニティホール、会議室等の貸切使用料 

区分 

入場料等を徴収しない場合 入場料等を徴収する場合 
附属の設備

の使用料 
午前９時から 

午後５時まで 

午後５時から 

午後９時まで 

午前９時から 

午後５時まで 

午後５時から 

午後９時まで 

コミュニ

ティホー

ル 

円 

1,050 

円 

1,575 

円 

2,100 

円 

3,150 

附属の設備

を使用する

場合におい

ては、一式

１時間まで

ごとに市長

が定める額

を別に徴収

する。 

市民ギャ

ラリー 

1,050 1,575 2,100 3,150 

会議室 420 630 840 1,260 

和室 420 630 840 1,260 

視聴覚室 420 630 840 1,260 

備考 

  １ 上記使用料は、１時間当たりの単価とする。 

  ２ 「入場料等を徴収する場合」とは、入場料、会費若しくはこれらに類する料金を徴収する場合又

は営業の宣伝その他これに類する目的をもって催しを行う場合をいい、「入場料等を徴収しない場

合」とは、それ以外の場合をいう。 

２ 略 

別表第１（第５条、第６条関係）  

施設名 コミュニティホール 市民ギャラリー 会議室 視聴覚室 ふれあい広場 

 

別表第２（第８条関係） 

１ コミュニティホール、会議室等の貸切使用料 

区分 

入場料等を徴収しない場合 入場料等を徴収する場合 
附属の設備

の使用料 
午前９時から 

午後５時まで 

午後５時から 

午後９時まで 

午前９時から 

午後５時まで 

午後５時から 

午後９時まで 

コミュニ

ティホー

ル 

円 

1,050 

円 

1,575 

円 

2,100 

円 

3,150 

附属の設備

を使用する

場合におい

ては、１式

１時間まで

ごとに市長

が定める額

を別に徴収

する。 

市民ギャ

ラリー 

1,050 1,575 2,100 3,150 

会議室 420 630 840 1,260 

視聴覚室 420 630 840 1,260 

 備考 

  １ 上記使用料は、１時間当たりの単価とする。 

  ２ 「入場料等を徴収する場合」とは、入場料、会費若しくはこれらに類する料金を徴収する場合又

は営業の宣伝その他これに類する目的をもって催しを行う場合をいい、「入場料等を徴収しない場

合」とは、それ以外の場合をいう。 

２ 略 

 



奥州市水道事業給水条例新旧対照表 

改  正  後 現     行 

 （給水装置の構造及び材料） 

第７条 市長又は指定給水装置工事事業者は、給水装置の構造を水道法施行令（昭和32年政令第336号。

以下「政令」という。）第６条に規定する基準に適合させなければならない。  

２ 市長又は指定給水装置工事事業者は、政令第６条に規定する基準に適合する材料を使用しなければな

らない。  

 

（給水装置の基準違反に対する措置） 

第27条 市長は、法第16条の規定に基づき、水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令第６

条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合していないときは、その者の給水契約の申込みを拒

み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間、その者に対する給水を停止することがで

きる。  

２・３ 略 

（給水装置の構造及び材料） 

第７条 市長又は指定給水装置工事事業者は、給水装置の構造を水道法施行令（昭和32年政令第336号。

以下「政令」という。）第５条に規定する基準に適合させなければならない。  

２ 市長又は指定給水装置工事事業者は、政令第５条に規定する基準に適合する材料を使用しなければな

らない。  

 

（給水装置の基準違反に対する措置） 

第27条 市長は、法第16条の規定に基づき、水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令第５

条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合していないときは、その者の給水契約の申込みを拒

み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間、その者に対する給水を停止することがで

きる。  

２・３ 略 

 



奥州市医師養成奨学資金貸付条例新旧対照表 No.1 

改  正  後 現     行 

 （貸付対象者） 

第２条 奨学資金の貸付対象者は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、将来、市立病院等において

医師の業務に従事しようとするものとする。ただし、第２号から第４号までに規定する貸付対象者につ

いては、市長が特別の事情があると認めた者に限る。 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学（以下「大学」という。）の医学を履修する課程

の入学試験に合格した者又は大学において医学を専攻する学生 

(2) 略 

(3) 医師の免許を有する者であって、大学の研究室その他の医学に関する研究機関（以下「研究機関」

という。）において研究をしているもの 

(4) 医師の免許を有する者であって、学校教育法に基づく大学院（以下「大学院」という。）において

医学を専攻するもの 

 

（奨学資金の種類及び貸付金額） 

第３条 奨学資金は、次の各号に掲げる奨学資金の種類に応じ、当該各号に定める額を予算の範囲内にお

いて貸し付けるものとする。 

(1) 月額貸付金 月額30万円 

(2) 入学一時金 1,080万円 

(3) 入学準備金 360万円を限度として30万円を単位とする額 

(4) 入学準備金（胆江枠） 200万円 

２ 月額貸付金は、貸付けを開始した月から、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日の属す

る月までの間、修学を継続するための経費に充てるための費用として、毎月、貸し付けるものとする。

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

(1) 前条第１号に該当する者 大学を卒業する日 

(2) 前条第２号に該当する者 臨床研修を終了する日 

(3) 前条第３号に該当する者 研究機関を退所する日 

(4) 前条第４号に該当する者 大学院の課程を修了する日 

３ 入学一時金は、月額貸付金の貸付けを受ける者のうち、私立学校法（昭和24年法律第270号）第３条

に規定する学校法人が設置する大学に入学する者（大学独自の奨学資金制度を併用する者を除く。）が

大学の入学時に入学金の納付等一時に多額の経費を必要とすると認められる場合において、貸し付ける

ものとする。 

４ 入学準備金は、月額貸付金の貸付けを受ける者が大学に入学するための準備に経費を必要とすると認

められる場合において、貸し付けるものとする。 

５ 入学準備金（胆江枠）は、月額貸付金の貸付けを受ける者のうち、次の各号のいずれかに該当する者

が大学に入学するための準備に経費を必要とすると認められる場合において、貸し付けるものとする。 

（貸付対象者） 

第２条 奨学資金の貸付対象者は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、将来、市立病院等において

医師の業務に従事しようとするものとする。 

 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学において医学を専攻する学生 

 

(2) 略 

(3) 医師の免許を有し、又は大学の医学部を卒業した後、大学の研究室その他の医学に関する研究機関

（以下「研究機関」という。）において研究をしている者 

 

 

 

（貸付金額） 

第３条 奨学資金は、次の各号に掲げる奨学資金の種類に応じ、当該各号に定める額を予算の範囲内にお

いて貸し付けるものとする。 

(1) 入学一時金 720万円を限度として市長が認める額 

(2) 月額貸付金 月額20万円を限度として市長が認める額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



奥州市医師養成奨学資金貸付条例新旧対照表 No.2 

改  正  後 現     行 

 (1) 本人、父母、親権者又は未成年後見人のいずれかが市内又は金ケ崎町内に住所を有し、１年以上居

住している者 

(2) 市内又は金ケ崎町内に所在する高等学校（学校教育法に基づく高等学校をいう。）を卒業すること

が見込まれる者又は卒業した者 

６ 入学準備金（胆江枠）の貸付けを受ける者は、併せて入学準備金の貸付けを受けることができる。 

 

（保証人） 

第５条 略 

２ 保証人は、奨学資金の貸付けを受けた者（以下「借受者」という。）と連帯して債務を負担するもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸付けの中止） 

第６条 市長は、借受者が次の各号のいずれかに該当するときは、奨学資金の貸付けを中止するものとす

る。 

(1)・(2)略 

(3) 学業の成績が著しく不良となったと認められるとき。 

(4) 奨学資金の貸付けを受けることを辞退したとき。 

(5) 略 

(6) 前各号に掲げるもののほか、奨学資金の貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められる

とき。 

 

（貸付けの休止） 

第７条 市長は、借受者が休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停学の処分を受けた日

の属する月の翌月から休学又は停学を終えて復学した日の属する月までの期間の分は、月額貸付金の貸

 

 

 

 

 

 

（保証人） 

第５条 略 

２ 保証人は、奨学資金の貸付けを受けた者（以下「奨学生」という。）と連帯して債務を負担するもの

とする。 

 

（貸付方法） 

第６条 入学一時金は、大学の入学時に入学金の納付等一時に多額の経費を必要とすると認められる場合

に貸し付けるものとする。 

２ 月額貸付金は、貸付けを開始した月から、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日の属す

る月までの間、毎月、貸し付けるものとする。ただし、特別の理由があると市長が認めるときは、この

限りでない。 

(1) 第２条第１号に該当する者 大学を卒業する日 

(2) 第２条第２号に該当する者 臨床研修を終了する日 

(3) 第２条第３号に該当する者 研究機関を退所する日 

 

（貸付けの中止） 

第７条 市長は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは、奨学資金の貸付けを中止するものとす

る。 

(1)・(2)略 

 

 

(3) 略 

(4) 前３号に掲げるもののほか、奨学資金の貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められる

とき。 

 

（貸付けの休止） 

第８条 市長は、奨学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停学の処分を受けた日

の属する月の翌月から休学又は停学を終えて復学した日の属する月までの期間の分は、奨学資金の貸付



奥州市医師養成奨学資金貸付条例新旧対照表 No.3 

改  正  後 現     行 

 付けを行わないものとする。この場合において、当該期間の分として既に貸し付けられた月額貸付金

は、当該借受者が休学又は停学を終えて復学した日の属する月の翌月以後の分として貸し付けられたも

のとみなす。 

 

（償還） 

第８条 借受者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに償還債務（奨学資金として貸付けを受

けた額及び当該貸付けを受けた額に係る利息に相当する額で規則に定めるものをいう。以下同じ。）を

償還しなければならない。ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、分割償還をすることがで

きる。 

(1) 第６条の規定により奨学資金の貸付けを中止されたとき。 

(2) 大学を卒業した後、規則で定める期間内に医師法（昭和23年法律第201号）の規定による医師国家

試験（以下「試験」という。）に合格しなかったとき。 

(3) 試験に合格した後、規則で定める期間内に臨床研修を行わなかったとき。 

(4) 臨床研修を行った後、規則で定める期間内に市立病院等において医師の業務に従事しなかったと

き。 

(5) 臨床研修を行った後、規則で定める期間内に市立病院等において奨学資金の貸付けを受けた期間に

次に掲げる貸付対象者の区分に応じ、それぞれに定める期間を加えた期間（以下「貸付期間」とい

う。）、医師の業務に従事しなかったとき。 

ア 入学一時金の貸付けを受けた者 ３年 

 イ 入学準備金の貸付けを受けた者 貸付けを受けた入学準備金の額を30で除して得た数に相当する

月数 

２ 貸付期間は、第２条第１号の貸付対象者のうち４年以上の貸付けを受けた者が岩手県内の基幹型臨床

研修病院で臨床研修を受けた場合は、当該期間から１年を減じた期間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

けを行わないものとする。この場合において、当該期間の分として既に貸し付けられた奨学資金は、当

該奨学生が休学又は停学を終えて復学した日の属する月の翌月以後の分として貸し付けられたものとみ

なす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（償還） 

第９条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに償還債務（奨学資金として貸付けを受

けた額及び当該貸付けを受けた額に係る利息に相当する額で規則に定めるものをいう。以下同じ。）を

償還しなければならない。 

(1) 第７条の規定により奨学資金の貸付けを中止されたとき。 

(2) 卒業し、又は退所した日から２年以内に医師の免許を取得しなかったとき。  

(3) 卒業し、若しくは退所した後（医師の免許を取得しなかった者においては、医師の免許取得後。た

だし、前号に該当する者を除く。）又は臨床研修を終えた後、速やかに市立病院等において医師の業

務に従事しなかったとき。 

 



奥州市医師養成奨学資金貸付条例新旧対照表 No.4 

改  正  後 現     行 

 （償還の免除） 

第９条 市長は、借受者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める額の償還を免除する

ことができる。 

(1) 臨床研修を行った後、規則で定める期間内に貸付期間に相当する期間、市立病院等において医師の

業務に従事したとき 償還債務の全額 

 

(2) 前号に規定する業務の従事期間中に業務上の理由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障の

ため業務を継続することができなくなったとき 償還債務の全額又は一部の額  

(3) 略  

(4) 災害、病気、負傷その他やむを得ない理由により前条第１項第２号から第５号までのいずれかに該

当するとき 償還債務の一部の額  

(5) 臨床研修を行った後、規則で定める期間内に市立病院等において医師の業務に従事した期間が貸付

期間に満たなかったとき 当該業務の従事期間を貸付期間で除して得た数を償還債務の額に乗じて得

た額 

２ 略 

 

（償還の履行猶予） 

第10条 市長は、借受者が次の各号のいずれかに該当するときは、その事由が継続する期間、償還債務の

償還の履行を猶予することができる。 

(1) 略 

 

(2)～(4)略 

 

第11条 略 

（償還の免除） 

第10条 市長は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める額の償還を免除する

ことができる。 

(1) 奨学資金の貸付けを受けた期間（入学一時金の貸付けを受けた者においては、当該期間に３年以内

の年数を加えた期間。以下「貸付期間」という。）に相当する期間、市立病院等において医師の業務

に従事したとき 償還債務の全額 

(2) 前号に規定する業務の従事期間中に業務上の理由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障の

ため業務を継続することができなくなったとき 償還債務の全額  

(3) 略  

(4) 災害、病気、負傷その他やむを得ない理由により前条第３号に該当するとき 償還債務の一部の額  

 

(5) 市立病院等において医師の業務に従事した期間が貸付期間に満たなかったとき 当該業務の従事期

間を貸付期間で除して得た数を償還債務の額に乗じて得た額 

 

２ 略 

 

（償還の履行猶予） 

第11条 市長は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは、その事由が継続する期間、償還債務の

償還の履行を猶予することができる。 

(1) 略 

(2) 奨学資金の貸付けを中止された後も引き続き大学に在学しているとき。 

(3)～(5)略 

 

第12条 略 

 


